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はじめに
ASEANと中国の自由貿易協定（ACFTA）は、2005年7月20日から関税
引下げが開始された。ブルネイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、
シンガポール、タイとの6カ国との間では2010年、カンボジア、ラオス、ミャ
ンマー、ベトナムとのASEAN新規加盟4カ国との間では2015年に自由貿易
地域が実現する計画である。
ACFTAにより、東アジアに人口18億5000万人、GDP2兆ドルに達する
大規模な統合市場が誕生することになる。同地域は、繊維、電機電子、オー
トバイ、鉄鋼、化学品などの世界的な生産基地であり、多くの日本企業が進
出している。ACFTAは、日本企業を含む多くの企業の東アジアの事業展開
に影響を与え、国際分業のあり方を変えていく可能性が大きい。
最も先行しているACFTAは、東アジア各国が将来創出することに合意
している東アジアFTAに影響力を持つことは否定できない。本稿では、
ACFTAの制度的な枠組みを明らかにするとともに、東アジアFTAの規範
となりうるような質の高いFTAであるかを検討している。ACFTAの効果
については、いくつかのシミュレーションが発表されているが、例外措置を
考慮していない。そのため、例外品呂を中心に東アジアの成長産業である機
械産業にどのような影響があるのかを、定性的に分析している。最後に、
ACFTAの特徴と中国側の目的について触れている。
本稿の結論を3点にまとめると以下のとおりである。
・ACFTAは、物品の貿易だけでなくサービス、投資、協力を含む幅広い協
定であり、海外投資、援助とともに中国の総合的な対ASEAN経済戦略の
重要な柱である。市場の獲得だけでなく、資源確保、安全保障、政治的影
響力拡大などがその目的である。
・自動車、鉄鋼、家電など外資を含め大企業の多い産業分野はセンシティブ
品目となっており、FTAの影響は限定されるが、地場中小企業が主な担
い手の軽工業はセンシティブ品目が少なく影響が大きい。国別には
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ASEAN新規加盟国への影響が大きく、これら諸国と中小企業への経済協
力が必要である。
・ACFTAは、AFTAと共通点が多く、東アジアFTAのベースになる可能
性がある。しかし、主要な品目が例外となり、互恵主義を採用するなど自
由化度が低く、質の高いFTAのモデルとはならない。
1．枠組み協定の概要とアーリーハーベスト
（1）2（氾1年にFTA創設に合意
ASEAN・中国FTA（ACFTA）は、2001年11月にブルネイで開催された
ASEANと中国の首脳会議で10年以内の創設が合意された。この発表はEl本
政府に大きな衝撃を与え、日本政府は翌2002年1月にASEANとのFTAの
要素を含む包括的経済連携構想を発表した。しかし、ASEANと中国の
PTA構想は、20㈱年11月にシンガポールで開催された首脳会議で中国が提
案し、両国・地域による専門家グループの研究が開始されていたものであ
る川。
中国がFTAに積極的に取り組みはじめたのは2㈱年からであり、
ASEANへの提案が最初の具体的な動きだった。中国は、ASEAN＋3の
FTAが最も望ましいが、日本、韓国とのFTAは当面困難であり、ASEAN
とのFTAが現実的な選択と考えていた。さらに、ASEANとのFTAに、
AFTAによる統合が進むASEAN市場へのアクセスや広範な協力による関
係強化などの経済的、政治的な効果を期待していた。は。
2（氾1年10月に発表された専門家グループによる報告書は、①10年以内の
FTA創設、②ASEAN新規加盟国への柔軟な対応（AFTAスケジュールへ
の一致）、③投資、サービス、基準などの自由化と円滑化、④広範な分野で
の協力、を提言したり。
2001年11月の合意の1年後には「枠組み協定」に調印、2（抑3年7月に発効
した。枠組み協定に基づき、2∝姥年1月からHS1－8類の農産品を対象に
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アーリーハーベストが開始された。その他の品目の関税引き下げ交渉は20例
年6月を目棟に行われ、11月に合意、物品の貿易に関する協定が調印され、
2∝）5年1月に発効した。関税引き下げは2（氾5年1月1日開始予定だったが、
7月に延期され、7月20日に開始された。
（2）枠組み協定の内容
1）構成
ASEANと中国の包括的経済協力に関する枠組み協定（以下、枠組み協定）
は、2002年11月4日にカンボジアのプノンペンで開催されたASEAN中国
首脳会議で調印され、2∝）3年に7月1日に発効したり。枠組み協定は、前文、
15条と3つの付則から構成されており、FTAを中心とした経済協力の基本
的な内容を規定している（表1－1）。
表1－1　ACFTAの構成
前文 第9条 一般例外
第1条 目的 第11粂 紛争解決メカニズム
第2粂 包括的経済協力の分野 第12条 交渉のための機構
第3条 物品の貿易 第13粂 雑則
第4粂 サービス貿易 第14粂 預託者
第5粂 投資 第15条 施行
第6条 アーリーハーベスト 付則1 アーリーハーベスト除外品目
第7粂 その他の経済協力分野 付則2 アーリーハーベス トのカテゴ
リーと関税撤廃スケジュール
第8粂 タイムフレーム 付則 アーリーハーベスト特定品目
第9粂 最恵国待遇
枠組み協定は、①貿易と投資の拡大、③物品とサービス貿易の漸進的自由
化と自由・透明・円滑な投資環境の創設、③緊密な経済協力、④新規ASEAN
加盟国の統合の促進、を目的として掲げ、10年以内にFTAを創設し、経済
協力の強化を次の施策により行うとしている。①物品の貿易は実質的に全て
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の貿易において関税と非関税障壁を除去する、③相当な分野のサービス貿易
の自由化、③開かれ、競争的な投資レジームの設立、④ASEAN新規加盟国
への特別で異なった待遇、⑤センシティブな分野への柔軟な取扱いと互恵主
義の原則、く5，⑥関税手続きの簡素化と相互承認、⑦種済協力、⑧協定実施の
ためのメカニズムの設定。
これらの施策からACFTAの特徴が読み取れる。まず、サービス、投資、
相互承認、経済協力を含む包括的なFTAであり、経済連携協定（EPA）と
同様な内容である。用次に、物品の貿易では「実質的にすべての貿易」の障
壁を撤廃し、サービス貿易では「相当な範囲の分野」の自由化を行うとして
おり、WTO協定に整合的な「質の高い」FTAを目指しているく7）。第3に、
ASEAN新規加盟国への特別扱いである。カンボジア、ラオス、ミャンマー、
ベトナム（CLMV）の4カ国は、経済規模と発展段階で中国と他のASEAN
6カ国（ASEAN6）とは大きな格差があり、経過措置および経済協力の実施
が規定されている用。
枠組み協定では、実施について具体的に合意に至ったアーリーハーベスト
について詳細に規定されているが、物品の貿易、サービスなどについては、
交渉の基本的考え方が提示されているにとどまっている。
2）物品の貿易
物品の貿易については、「実質的にすべての貿易について関税と他の制限
的通商規則を撤廃する」交渉に合意しており、WTO協定に整合的なFTA
とする。関税撤廃は、2010年（ASEAN6と中Bl）までに行うノーマル・ト
ラックと例外品目であるセンシティブ・トラックに分けて行い、センシティ
ブ・トラックはWTO協定に整合するべく上限を設ける。基準となる関税率
は、2003年7月1日時点のMFN（最恵国待遇）関税率（WTO未加盟国は
中国からの輸入品に適用される関税率）とする。物品の貿易協定は次の事項
を含む。互恵主義、原産地規則、数量制限や禁止および非合理的な衛生検疫
措置（SPS）、貿易の技術的障害（TBT）などの非関税障壁、GATT原則に
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基づくセーフガード、補助金・相殺関税、アンチダンピング措置に関する規
律、知的財産権の保護こ
3）サービス貿易・投資
サービス貿易については、「相当な範網の分野」のサービス貿易を自由化す
ることに合意しており、実質的にすべての差別を漸進的に撤廃し、新たな及
びより差別的な措置の導入を禁止する。現在のサービス貿易の自由化の範囲
と程度を拡大し、サービス分野での協力を強化する。投資については、投資
の段階的自由化、協力、円滑化、投資ルールと規制の透明性の改善、投資保
護を目的に交渉を行い、自由・円滑・透明・競争的な投資レジームを実現す
る。
4）経済協力
経済協力では、①農業、③情報通信技術、③人的資源開発、①投資、⑤メ
コン河流域開発、の5分野が優先分野である。その他の開発分野は、銀行、
金融、観光、輸送、通信、知的財産権、中小企業、環境、バイオテクノロジー、
漁業、林業と森林保護、鉱業、エネルギー、地域開発である。また、物品と
サービスの貿易および投資の促進と円滑化のために①規格と適合性評価、⑦
貿易の技術的障害、③税関協力、中小企業の競争力強化、電子商取引、キャ
パシティ・ビルディング、技術移転のための協力を強化する。特に、ASEAN
新規加盟国の経済構造調整と中国との貿易投資の拡大のためのキャパシティ
・ビルディングと技術援助を実施する。なお、協力を加速する分野（活動）
として次の8分野をあげている。①シンガポール一見明鉄道とハンコクー昆
明高速道路、②GMS首脳会議で決定したメコン河流域（GMS）開発の中長
期計画の実施、③ASEANと中国間の貿易と投資を促進する拠点（魚肥d
points）の指定、①農産品、電子電気機器などの相互承認協定の促進、⑤規
格・標準関連機関の協力メカニズムの設立、⑥農業協力に関する覚え書き
（MOU）の実施、⑦情報通信技術における協力の覚え書き調印、⑧ASEAN
一中国協力基金などを使った人的資源開発のためのプログラム開発、⑨
－29－
ASEAN新規加盟国の地域統合とWTO未加盟国の加盟円滑化のための技術
協力、⑲貿易円滑化のための税関協力、⑪知的財産権保護のための関係当局
間の協力。
5）スケジュール
スケジュールについては、物品の貿易は2010年（CLMVは2015年）のFTA
創設に向け、2003年から交渉を開始し、2∝姓年6月30日までに完了する。
サービス貿易と投資は2α）3年に交渉開始し、可能な限り早く完了する。これ
らのうち、物品の貿易についての交渉は2∝娘年11月に完了し、同月の協定調
印に至った。
他には、中国がASEANのWTO未加盟国（ベトナムとラオス）に対して
WTO協定に整合的な最恵国待遇を供与すること、一般例外、ASEANM中
国貿易交渉委貝会（TNC）が協定で定められたプログラムの実施を行い、経
済協力のための組織を設立すること、などが規定されている。
（3）アーリーハーベスト
アーリーハーベストは、一部品目を早期に自由化するスキームであり、
ACFTAでは次のHSl類から8類までの農産品を対象としている。HS2
桁（類）で8品目であり（表1－2）、HS6桁（号）では417品日になる相。
アーリーハーベストは例外品目が認められている。
表1－2　アーリーハーベスト対象品目
HSOl 生きた動物 H部5 動物性生産品
HSO2 肉および食用 くず肉 ＝騨 生きている樹木その他の植物
HSO3 魚並びに甲殻類、軟体動物 HSO7 食用野菜
HSO4 酪農品、烏卵、天然はちみつ HSO8 食用果実およびナット
（資料）枠組み協定により作成
アーリーハーベスト対象品日は、2003年7月1日時点の関税率により3カ
テゴリーに分類され、それぞれ関税撤廃スケジュールが設定されている。
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CLMVは、カテゴリー分類、引下げスケジュールで特別扱いとなっている。
ASEAN6と中国は、2006年1月1日までに全対象品E］の関税を撤廃するが
（表1－3）、CLMVはベトナムが2008年1月1日、ラオスとミャンマーが
2∝）9年1月1日、カンボジアが2010年1月1日までとなっている（表1－4）。
フィリピンは中国との交渉が遅れ、2∝）5年4月27日に対象品日を発表し、関
税撤廃は段階的ではなく20（施年1月1日に一挙に実施することになった。
表1－3　ASEAN6と中国の関税撤廃スケジュール
カテゴリー
2∝）3年7月 1E！
関税率
2∝国年 1月1［］ 2∝）5年 1月 1日 2006年 1月1日
1 15％超 10％ 5％ 0％
2 5％から15％ 5％ 0％ 0％
3 5％未満 0％ 0％ 0％
（柱）15％超は15％を含まず（exdusive）、5％末掛は5％を含まない（exclusive）
（資料）ACFTA枠組み協定により作成
表1－4　ASEAN新規加盟国の関税撤廃スケジュール
カテゴリー1
2（船3年 7 2搬 年 1 2（氾5年 1 2（X6年 1 2（カ7年 1 2α洛年 ユ 2㈱ 年 1 2010年 i
月 IE
関税率
月 1日 月 lE】 月 1E 月 1日 月 1日 月 1日 月 1日
ベ トナム 30％以 上 20％ 15％ 10％ 5％ 0％ 0％ 0％
ラオ ス、 ミ
ャンマ ー
20％ 14％ 8％ 0％ 0％
カン ボジ ア 20％ 15％ 10％ 5％ 0％
（注）30％以上は30％を含む
（資料）ACFTA枠組み協定
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2∝）3年 7 2（伽 年 1 2α）5年 l 2（廊 年 1 2（泊7年 l 2∝冶年 1 2船9年 l 2010年 1
月 1日
関税 率
月 1日 月 1日 月 1日 月 1日 月 1 日 月 1日 月 1日
ベ トナ ム 15％以 上
30％未 満
10％ 10％ 5％ 5％ 0％ 0％ 0％
ラ オス 、 ミ
ャ ンマ ー
10％ 10％ 5％ 0％ 0％
カ ンボ ジア 10％ 10％ 5％ 5％ 0％
（資料）ACFTA枠組み協定により作成
カテゴリー3
2α沼牛 7 2仙 年 1 2（泊5年 1 2∝6年 1 2〔ぬ7年 1 2∝賂年 1 2（櫛 年 l 2010年 1
月 1日
関税 率
月 1日 月 1E 月 1日 月 1日 月 1日 月 1［】 月 1日
ベ トナ ム 15％ 未満 5％ 5％ 0－ 5％ 0－ 5％ 0％ 0％ 0％
ラ オス 、 ミ
ャ ンマ ー
5％ 5％ 0－ 5％ 0％ 0％
カ ンボ ジ ア 5％ 5％ 0－ 5％ 0－ 5％ 09も
（資料）ACFTA枠組み協定により作成
除外品日は、ブルネイ、インドネシア、マレーシア、ミャンマー、シンガ
ポール、タイは1品日もない。ただし、タイは20）4年11月に調印した「物品
貿易協定」で、野菜、果実などアーリーハーベストに含まれている9品目を
高度センシティブ・リスト晶酎こ指定している。フィリピンは食用野菜など
208品員、カンボジアは食用野菜と果実を中心に30品日、ベトナムは家きん、
鶏肉など15品日、ラオスは食用野菜、果実など56品目を除外している。中国
は、ブルネイ、インドネシア、マレーシア、ミャンマー、シンガポール、タ
イに対しては例外品目がないが、フィリピン、カンボジア、ベトナム、ラオ
スの3カ国に対しては、互恵主義の原則により同一品目を除外している。除
外品目は、HS8桁あるいは9桁で指定されている。㌔
HSl類から8類以外の特定品目でアーリーハーベストの対象となる品目
も指定できる。インドネシア14品目とタイが2品目、フィリピンが5品目
（HS8／9桁）を指定しており、中国は同じ品Hをアーリーハーベストの対
－32一
象とする。インドネシアの指定品目は、コーヒー、やし油、パーム橡油とバ
バス油、植物性油脂、その他の動物性および植物性油脂、ココア粉、せっけ
んと有機海面活性剤とその調製品、その他のゴム製品（硬質ゴムを除く）、
陰極線管用のガラス製バルブ・チューブ、とう・オージア・竹製の腰掛、と
う製の家具である。タイは、無煙炭、コークスを指定し、フィリピンはやし
油、ココア粉、とう・オージア・竹製の腰掛を指定している。
注
1．外務省のOECD代表部大使だった谷口誠は「2000年の中国のASEANに対するFTA
提案に対する日本の反応は冷淡で、ASEANに対するリップサービスにすぎず、実現不可
能だといのうが大勢だった。」と書いている。谷口誠（2∝姥）「東アジア共同体」岩波書
店　26貫。一方、川田教相は、ASEANと中国のFTA創設の動きが着実に進展している
ことを2（泊1年にシンガポールから報告している。川田敦相「シンガポールー緊密化する
両国経済関係」、（九屋豊二郎・石川幸一編著「メイド・イン・チャイナの衝撃」ジェトロ．
2（拇1年）227頁。
2．喪家陽一は、中国社会科学院、国務院発展研究センター、国際貿易経済合作院などの中
国を代表するFTA研究者とのヒアリングに基づき、ASEANとのFTAが中酎ことって
現実的選択であったことを指摘し、その戦時的意図について、①貿易投資拡大による経済
的利益、②東アジアFTAに向けての主導権確保、③中国脅威論の解消、④包括的な協力
関係の構築、⑤台湾の南向政策への牽制、をあげている。其家陽一「中国のFTA政策」、
（渡辺利夫r東アジア市場統合への道j効革書房．20供年）
3．ASEAN－China Expert Group on Bconomic CooperatlOn（2001）Fbtpng CloseT
AS已4ルーCた血agcon0m忙月e血白OnS血娩eTWenfy一月元か長期如け
4．Framework Agreement on Comprehensive EconomlC C0－0peration between The
Associat10nOfSouthEastAsianNat10nSandthePeople’sRepubhcofChina ASEAN事
務局のHPで閲覧できる。
5．ACFTAでは相手国が自由化しない品目は自国も自Et］化する義務がない（reciprocal
tariHratetreatrnent）。こうした「互恵主義」は、AFTAで採用されている。互恵主義の
詳細は第2節を参照。
6．日本政府は、包括的なFTAを目指しており、自国のFTAを経済連携協定（Economic
PartnershipAgreement）と呼んでいるが、近年締結されているFTAは、日本のものに
限らず、広範な分野を対象とするものが多い。
－33－
7．WTO協定のFTAについての規律は、物品の貿易ではGATT24灸、サ，ビス貿易は
GATS5条に規定されている。ただし、発展途上国間のFTAは、1979年に採択された授
権条項により緩やかな条件で創設が可能である。詳細については、荒木一郎「FTAと
WTO協定の整合性」、浦田秀次郎樹著（2（沿2）rFTAガイドブックj　日本貿易振興機構、
を参照。
8，ASEANの原加盟回にブルネイを加えた6カ国（ASEAN6）と新規加盟国4カ国問には
大きな経済格差がある。GDPではインドネシアとラオスでは1∝I倍、一人当たり所得では
シンガポールとミャンマーでは1（貯倍を超える格差があり、産業の発展段階でも隔絶して
いる。
9．HSの関税分類は、部（SectlOn）、類（Chapter、2桁）、項（Headlng、4桁）、号（Sub－
headmg6桁）に区分されている。号までは国際的に共通だが、その下に8桁あるいは9
桁で各国が独自に詳細な商品分類を行っている。
10．物品貿易協定では、除外品日はHS6桁で指定されている。
2．物品の貿易協定
（1）制度の概要
ACFTAの物品の貿易に関する協定（ASEANと中国の包括的経済協力枠
組み協定の物品の貿易に関する協定、以下物品貿易協定）は、20鋸年11月に
調印され、2（氾5年1月1日から施行の予定だった。しかし、参加各国の国内
準備の遅れから、施行は2∝）5年7月1日に延期され、実際は、7月20日から
ベトナムが加わらない形で協定が施行されることになった。物品貿易協定と
同時に紛争解決協定も調印されている。中国とASEANは開発途上国であ
り、両国・地域間のFTAは、WTOの授権条項によりGATT24条より線
やかな条件で作ることができるが、ACFTAは貿易額の90％を自由化する
GATT24条に整合的なFTAであることを協定で強調している。
物品貿易協定は、関税引下げ、例外品目、数量制限と非関税障壁の撤廃、
セーフガード、原産地規則などを規定している。
関税引き下げは、中国およびASEAN6（ブルネイ、インドネシア、マレー
シア、フィリピン、シンガポール、タイ）とASEAN新規加盟4カ国（カン
ー34－
ポジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム：CLMV）に2分し別のスケ
ジュールで行い、品目はノーマル・トラックとセンシティブ・トラックに分
けている。貿易額で抑％（2001年時点）を占めるノーマル・トラック品目は
2∝）3年7月時点の関税率により5グループ（CLMVは11グループ）に分け、
段階的に引下げ、2010年（CLMVは2015年）に関税が撤廃される。
例外品目であるセンシティブ・トラックは、HS6桁で400品日かつ2001年
の輸入の10％以下（CLMVは500品目）で2012年（CLMVは2015年）までに
関税率を20％、2018年（CLMVは2020年）までに0－5％に引き下げればよ
い。センシティブ・トラックは、センシティブ・リストと高度センシティブ
・リストに分けられている。
高度センシティブ・リストはセンシティブ・トラックの40％あるいは100
品目（CLMVは150品目）を上限とし、2015年（CLMVは2018年）までに関
税率を測％以下に引き下げればよい。公徳の保護や人と動植物の健康の保護、
税関行政法令の保護、知的財産権の保護、金銀の輸出入、刑務所労働による
製品、有限天然資源の保存、国宝の保護などのための措置は一般例外であり、
安全保障のための貿易制限措置が安全保障例外となっている。
ASEANは、中国を完全な市場経済国と認定し、中国のWTO加盟議定書
で規定されている対中経過的セーフガードと繊維セーフガードを発動しない
こと、ダンピング価格の比較に中国における国内価格との比較に基づかない
方法を用いないことが規定された川。
原産地規則は、付則3で規定されており、完全生産基準、付加価値基準、
実質的変更基準、直接輸送原則などが規定されている。付加価値基準は、累
積原産比率40％以上であり、AFTAと同じである。ACFTAコンテントと
計算式は以下のとおりである。
非ACFTAの部材価格＋原産地不特定の部材価格
FOB価格
ー35－
×100％＜60％
非原産の部材の価格は、輸入時のCIF価格あるいは域内の同一工程が行
われている地点の確認された価格である。累積原産規則は、他のACFTA
参加国の城内で生産された部材は、ACFTAコンテントが40％以上であれば、
輸出国の原産比率に含まれるというものである。特定品目には実質的変更基
準が適用されると規定されている。関税番号変更基準と考えられるが、対象
品目は未確認である。
協定の進捗は監視、見直しが行われ、2∝通年にセンシティブ・トラックの
見直しを行うことになっている。
（2）関税引き下げ方式
ノーマル・トラックは、2㈱5年7月に関税引き下げが開始され、中国と
ASEAN6は2010年、新規加盟国は2015年に関税が撤廃される。関税引き下
げスケジュールは一方的に前翻しすることが出来る。MFN（最恵国待遇）関
税率が0％の場合、引き上げは出来ず、MFN関税率を0％に引き下げた場
合、再引き上げは出来ない（スタンドスティル）。ノーマル・トラックは、
互恵主義により特恵税率が適用される。すなわち、ACFTAの特恵税率が相
手国への輸入の際に適用されるには輸出国が対象品日をノーマル・トラック
に入れていることが必要である。
中国とASEAN6の関税引き下げは、2003年7月の関税率により5グルー
プに分け、4段階のスケジュールにより実施される（表2－1）。また、ノー
マル・トラックの40％以上の品目の関税率を2∝）5年7月1日までに0－5％
に引き下げ、60％以上の品目の関税率を2∝17年7月1Eほでに0－5％に引
き下げねばならない。
－36－
表2－1ASEAN6と中国の関税引き下げスケジュール（単位：％）
遅 くとも2（沿5年 遅 くとも2007年 遅くとも2（X冶年 遅 くとも2010年
7月1日まで 1月 1日まで 1月1日まで 1月 1日まで
20％以上 20 12 5 0
15％以上　 20％未満 15 8 5 0
10％以上 15％未満 10 8 5 0
5％超 10％未満 5 5 0 0
5％以下 現行レートのまま 0 0
（出所）AgreementonTradeinGoodsoftheFrameworkAgreementonComprehensive
EconomicCo－AOperatl0nbetweentheAss∝lat10nOfSoutheastAsianNationsZLndthePeople’s
RepublicofChma（ACFTA物品貿易協定）
一方で、HS6桁で150品目を超えない範囲で関税撤廃を2012年1月1日に
延期することが可能である。中国が150品目、ASEANではインドネシアが
397品目と150品目を大幅に超える品目を指定している（表2－2）。フィリ
ピンとシンガポールはゼロである。中国は農産品・食品と電気機械、木材・
農産品が多く、ASEANは衣類、繊維、鉄鋼が多い。衣類はインドネシアが
76品日、マレーシアが欝品臥　タイが144品目を指定している‘㌔
表2－2　2012年関税撤廃品目の概要　　（品目数）
中国 イン ドネシ ア マ レー シア タイ 1ル ネ イ
農 産品 ・食品 32 11 1 4
セ メ ン トな ど 21
鉱 物性燃 料 1 2 2
化 学製品 5 70 1 4
プラスチ ソク ・ゴム製 品 7 29 4 12
皮 革 ・同製品 6
木 材 ・同製 品 20
紙 ・紙 製品 9
毅 雑 4 36
衣類 8 76 53 144
履 物 、羽 毛 3 4 5
石 ・陶磁器 ・ガラ ス 3 37
貴 石 10 8
一37－
鉄 鋼 ・鉄鋼 製品 1 55 9 4
その他 金属 Z
一般 餞棉 11 12 13
電気 機械 26 8 15 2
輸送 機微 17 12 4 14
光学 機器 ・時 計 など 2 45
家具 ・寝 具 10
玩具 15
その他 雑 品 2 8
†沖 397 127 151 94
（注）フィリピンとシンガポールは指定なし。
（出所）ACFTA協定
CLMVの関税引き下げは、11グループに分け、8段階で引き下げ、2015年
1月1日までに撤廃する（麦2－3）。ベトナムは2009年1月1日、ラオスと
ミャンマーは2010年1月1日、カンボジアは2012年1月までに、ノーマル・
トラックの測％以上の品目の関税率を0－5％に引き下げねばならない。ま
た、カンボジア、ラオス、ミャンマーは2013年1月1日までにノーマル・ト
ラックの40％の品目の関税を撤廃しなければならない。ベトナムのノーマル
・トラック対象品日は2∝旭年12月31日までに発表されることになっていたが、
2005年7月20日時点で発表されていない。
CLMVの4カ国は、250品目を上限として2018年まで関税撤廃を延期する
ことが可能である（表2－4）。指定されている品田は、農産品・食品、化
学製品が多く、プラスチック・ゴム製晶、一般機械、電気機械もカンボジア
とミャンマーで多く指定されている。
－38－
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表2－4　2018年関税撤廃品目
カ ンボ ジア ラオ ス ミャ ンマ ー
農 産品 ・食 品 37 79 5
セ メ ン トな ど 4 4
鉱物 性燃 料
化学 製 品 47 3 24
プ ラ スチ ック ・ゴム製 品 20 2 14
皮革 ・同製品 2
木材 ・同製品 6 7
薇 ・紙製 品 5 1
繊 維 4 26
衣 類 2
履 物 5 2
石 ・陶 磁静 ・ガラ ス 8 7
貴 石
鉄 鋼 ・鉄鍋 製品 15 1
そ の他 金属 21 4
一 般機 械 28 13
電 気機 械 11 5隻
輸 送機 根 1 3 1
光 学機 器 ・時計 な ど 14
家 具 ・寝 具 2 1
玩具 ユ1 1
そ の他雑 品 9 1
250 87 168
（3）例外品目の指定
1）互恵主義の原則
センシティブ・トラックは、センシティブ・リストと高度センシティブ・
リストに分けられている。センシティブ・トラック品目の中の従量税品目は、
同品目の従価税の平均引き下げ率に等しい率で引き下げが行われる。関税引
き下げの一方的な前倒しとノーマル・トラックへの移行は可能である。セン
シティブ・トラックは、次のような互恵取り扱いを行う。①　互恵が可能に
－40－
なるのは輸出国のセンシティブ・トラック品目の関税率が10％あるいは10％
以下、②　互恵関税率は、輸出国のセンシティブ小ラック税率（10％以下）
か輸入国のノーマル・トラック関税率のいずれか高い税率、③　輸出国のセ
ンシティブ・トラック品目に適用される互恵税率は、輸入国の当該品日の
MFN税率を超えてはならない。ノーマル・トラックを含め、互恵主義の原則
を整理しておく（表2－5）。
表2－5　ACFTAの互恵主義原則
輸入国
ノーマル ・トラ ック
輸
出
国
ノーマル ・トラック ACFTA 税率を適用
センシテ
ィブ ・ト
10％超 MFN 税率を適用
10％あるいは 輸出国のセンシティブ・トラック税率か輸入国のノーマル・
ラック 10％以下 トラック税率の うち高い税率で翰入国の MFN税率以下
（注）輸入国の当該品目がセンシティブ・トラックの場合はMFN関税率が適用0
（資料）ACFTA物品協定により作成。
中BlとASEAN6は、HS6桁で400品日かつ2001年の輸入額の10％を上限
としてセンシティブ・トラック品目を指定できる。このうち、品目数の40％
以内あるいは1∞品目以内で高度センシティブ・リストを指定できる0セン
シティブ・リスト品目は、2012年1月1日までに関税率を20％以下、2018年
1月1日までに0－5％に引き下げねばならない。高度センシティブ・リス
ト品鋸は、2015年1月1Eまでに関税率を50％以下に引き下げねばならない0
2）ASEAN6の指定品目
センシティブ・リストは、中国が161品目、ASEAN6が1197品目を指定し
ている（表2－6）。インドネシアが最も多く封9品目を指定し、フィリピン、
マレーシア、タイは250品目前後を指定している。中国は、紙・紙製品が73
品目と極めて多いのが特徴である。インドネシアはプラスチック・ゴム製晶
が最も多く、衣類、鉄鋼・鉄銅製品、輸送機械が多い。マレーシアは衣類、
－41－
プラスチック・ゴム製品、鉄鋼・鉄鋼製品、一般機械が多く指定されている。
フィリピンは衣類、プラスチック・ゴム製品、輸送機械が多く、タイは鉄鋼
・鉄鋼製品が極めて多く、次に電気機械となっている。シンガポールはピー
ル1品日である。ASEAN6では、プラスチック・ゴム製品、衣類、鉄鋼・鉄
鋼製品が3大指定品目であり、電気機械と輸送機械が続いているく㌔
表2－6　中国とASEAN6のセンシティブ・リスト品目（HS6桁品E］数）
中 国 イン ドネ シア マ レー シ ア フ ィ リピン シ ンガ ポー ル タ イ ブル ネ イ ASEAN6
農産 品 ・食 品 16 12 20 1 8 41
セ メ ン トなど 1 5 9 15
鉱物性 燃 軒 1 1 1
化学 製 品 17 40 25 11 76
プ ラス チ ック． ゴム 製品 2 91 47 48 7 1 194
皮 革 ・同製品 4 1 5
木材 ・同製品 8 9 1 10
紙 ・紙 製 品 73 1 5 6
繊 維 19 3 49 8 4 2 l泌
衣 類 67 a 77 4 176
履 物 7 2 17 22 9 57
石　 陶 磁器 ・ガ ラス 16 4 1 9 30
箕 石 4 1 5
鉄鋼 ・致 鋼 製品 41 35 31 78 185
そ の他 金属 1 5 5
一般 機械 3 9 35 11 19 7 81
怒気 機械 5 12 8 9 49 28 1〔6
輸送 機械 14 32 24 42 98
光学 臓器 ・時 計 な ど 2 1 3
家具 ・寝 具 2 13 13
玩外 9 14 23
その他 雑 品 1 1
161 朗9 272 267 1 242 65 1，197
（資料）ACFTA物品貿易協定により作成
高度センシティブ・リストは、中国が100AE］、ASEAN6が合計で358品
目を指定している。中国は紙・紙製品が最多で、農産品・食品も指定が多い。
インドネシアは輸送機械が多く、マレーシアは鉄鋼・鉄鋼製品、農産品・食
－42－
品の指定が多い。フィリピンは農産品・食品が最多であり、タイも過半が農
産品・食品である。シンガポールは薬用酒1品日である。品目別にみると、
農産品・食品の指定が多いのが特徴であり、米は中国、インドネシア、マ
レーシア、フィリピン、タイで指定されている。中国は26品昌であり、
ASEAN6は128品日で全体の4割を占めている。ASEANでは輸送機械が
103品目で27％を占めている。乗用車は、中国、インドネシア、マレーシア、
タイで指定されている。
表2－7　中国、ASEAN6の高度センシティブ・リスト品目
（HS6桁品目数）
中 国 イ ン ド ネ シ ア マ レ ー シ ア フ ィ リ ピ ン シ ン ガ ポ ー ル タ イ ブ ル ネ イ ASEA N6
農 産 品 ・食 品 26 13 22 41 1 51 123
セ メ ン トな ど
鉱 物 性 燃 料 1 1
化 学 製 品 4 1 1 Z
1 ラ ス チ ソ ク ・ゴ ム 製 品 5 15 20
皮 革 ・同 製 品 6
木 材 ・同 製 品 11
紙 ・紙 製 品 40
繊 維 4 1 3 4
在 朝 4 4
履 物 1 1
石 ・阿 磁 器 ・ガ ラ ス 3 12 9 16 40
鼠 石
鉄 鋼 ・鉄 鋼 製 品 43 1 44
そ の 他 金 属
一般 機 償 7 7
電 気 機 能 1 1 1
輸 送 機 微 8 23 17 7 22 34 103
光 学 機 器 ・時 計 な ど l 1
家 具ト 寝 几 2 2
玩 具
そ の 他 雑 品
1くXl 説） 96 77 j 1（め 34 358
（資料）ACFTA物品貿易協定により作成
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3）CLMVの指定品目
カンボジア、ラオス、ミャンマーのセンシティブ・トラックはHS6桁で
5（泊品目であり、発表されているが、ベトナムは対象の5（泊品Hと輸入額に対
する比率とも2∝I5年7月時点で発表されていない。センシティブ・トラック
のうち、品目数の40％あるいは150品目以内で高度センシティブ・リストを
指定できる。
カンボジア、ラオス、ミャンマーは、センシティブ・リスト品目の関税率
を2015年1月1日までに20％以下、2020年1月lEはでに0－5％に引下げ
ねばならない。ベトナムは、2015年1月1日までに最初の引き下げ（目標税
率未発表）を行い、2020年1月1日までに0－5％に引き下げねばならない。
高度センシティブ・リストは、4カ国とも2018年1月1日までに馳％以下に
引き下げねばならない。
センシティブ・リストは、カンボジアが一般機械、電気機械を中心に
品目で最も多い（表2－8）。ラオスは85％が農産品・食品である。ミャン
マーは、農産品・食品が127品日で最多であり、プラスチック・ゴム製晶が
続いている。
高度センシティブ・リストは、カンボジアがプラスチック・ゴム製品を中
心に150品目と最も多く、ラオスは30品目、ミャンマーはゼロである（表2
－9）。
表2－8　カンボジア、ラオス、ミャンマーのセンシティブ・リスト
（HS6桁品目数）
カ ン ボ ジ ア ラ オ ス ミ ャ ンマ ー 合 計
農 産 品 ・食 品 8 75 127 210
セ メ ン トな ど 3 2 5
鉱 物 性 燃 料
化 学 製 品 24 2 4 30
プ ラ ス チ ック ・ゴ ム 製 品 13 1 61 75
皮 革 ・同 製 品 4 4
ー44一
木材 ・同製 品 3 30 33
紙 ・紙製 品 13 13
繊維 34 6 40
衣類 19 19
履物 5 5
石 ・陶磁岩鼻・ガ ラス 23 l 24
貴石
鉄鍋 ・鉄鋼 製品 19 1 20
その 他金属 23 1 3 27
一般 概観 85 2 87
電 気 横根 45 ユ 2 48
輸 送 幾枚 13 2 32 47
光学機 器 ・時計 な ど 2 2
家具 ・寝具 9 9
玩 具 5 5 10
その他雑 品 1 1
3ま） 88 271 709
（資料）ACFTA物品貿易協定により作成
表2－9　カンボジア、ラオスの高度センシティブ・リスト
カ ンボジア ラ オス 合計
農産 品 ・食 品 18 16 34
セ メ ン トな ど 3 3
鉱物 性燃 料
化学 製品 24 24
プラ スチ ソタ ・ゴム製 品 29 29
皮革 ・同製品 5 5
木材 ・同製品 1 1
紙 ・紙製 品 17 17
棲 経 9 9
衣類 11 11
履物 4 4
石 ・陶磁器 ・ガ ラス 6 6
貴石
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（HS6桁品目数）
鉄鋼 ・鉄鋼製品 5 5
その他金属
一般機械 1 1
電気機械
輸送機械 2 14 16
光学接辞 ・時計など
家具 ・寝具 12 12
玩具
その他雑品 3 3
1三氾 30 180
（資料）ACFTA物品貿易協定により作成
（4）主要産業の取扱い
1）農産品一米を除外
中国及びシンガポールを含めたASEAN5が農産品（食品を含む）をセン
シティブ品目、高度センシティブ品目に指定している（表2－10、2－11）。
農産品輸出国であるタイが59品目を指定し、中国は42品目を指定している。
シンガポールは、センシティブ品目にサムスー（薬用酒）、高度センシティ
ブ品目にビールと合計2品目を指定している。シンガポールを除く、各国が
共通して高度センシティブ品目に指定しているのは米である。米は、ラオス
がセンシティブ品目、ミャンマーがセンシティブ品目と高度センシティブ品
目に指定している。たばこは、フィリピンをシンガポール、フィリピンを除
く各国がセンシティブ品目あるいは高度センシティブ品目に指定している。
とうもろこし、大豆、大豆油、家きん、砂糖（甘Lや糖、てんさい糖）など
もセンシティブ・トラックに指定している国が多い。
中国は、穀物、植物油、コーヒー・茶、野菜、熱帯果実を中心に指定し、
タイは野菜が多く、ほかに果実、植物油、乳製品、コーヒー・茶などが指定
されている。マレーシアは家きん、乳製品、フィリピンは豚肉、家きん肉、
野菜の指定が多い。インドネシアは大豆、大豆油のほか唯一エビを指定して
いる。
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タイのように農産品で強い競争力を持っている国が多くの農産品をセンシ
ティブ・トラックに指定している。米はタイ、ミャンマーのような世界の主
要生産国と輸出国がセンシティブ・トラックとしているl日。また、アーリー
ハーベスト対象品日である野菜、果実9品目を高度センシティブ・リストに
指定している。タイでは、アーリーハーベストにより中国からの野菜の輸入
が増加し、農民から反発が出ており、こうした動きが影響したことが考えら
れる。米蒙FTAでは、牛肉は18年かけて自由化することになっているが、
強い競争力を持っている国がその農産品をFTAで例外としていることは、
農産品の取り扱いの難しさ、農業の経済における政治的な重要性を示してい
る。
表2－10　農産品・食品のセンシティブ品目　（HS6桁品目数）
中　 国 （内訳 ）
【16品別 コー ヒー （3）、ペ ッバ ー （2）、小委 （2）、砕 米 （1）、 米の 引 き割 り穀 物 （1）、
パ イナ ップ ル調製 品 （1）、龍眼調 製 品 （1）、 パ イナ ップル果 汁 （1）、
コナ ッツ果汁 （1）、 たば こ （3）
イ ン ドネシア （内訳 ）
【11品目】 丁子 （1）、大 豆油 （2）、 シュ リンプ ・プ ロー ン （日 、酵 母 （3）、
肉 ・くず 肉の 粉 （1）、 飼料用 植物 くず （1）、 たば こ （2）
フ ィリ ピン （内訳 ）
【18品 目】 七面 鳥 くず 肉 （1）、ね ぎ （1）、 レタス （2）、食用 の根 （日 、 き ゅう り （1）
豆 （2）、その 他の 野菜 （4）、保 存処 理 した野菜 （1）、 果皮 （1）
唐辛 子属 果実 （1）、 し ょうが （1）、でん 粉 （2）
シ ンガポー ル （内訳 ）
【1品ヨl サ ムス 一　 日 ）
タ　 イ （内訳 ）
【8品目】 小 麦 粉 ・メ ス リン粉 （日 、調整 肉 （1）、調 乾 した トマ ト （1）、調 整 した果 実 （1）
果実 ・野菜 ジュー ス （2）、飼 料調 整品 （2）
表2－11農産品・食品の高度センシティブ品目　（HS6桁品目数）
とうもろこし（2）、米（3）、小麦粉・メスリン粉（日、穀粉（2）、
引き翻り穀物（3）、その他加工穀物（1）、大豆油（2）、パーム抽（2）、
素地・からし油（2）、甘Lや糖・てんさい糖（4）たばこ（4）
47－
イ ン ドネ シア
D2品 目】
とうもろ こ し （2）、米 （4）、大豆 （4）、 エチ ル ・アル コー ル （2）
マ レー シ ア 家 きん （2）、 家 きんの くず肉 （4）、 ミル ク ・ク リー ム （3）、鶏 卵 （1）、
【22品 別 キ ャベ ツな ど （1）、米 （4）、た ばこ （7）
フ ィリ ピン 豚 （2）、 家 きん （2）、豚 肉 （6）、家 きん 肉 （8）、 ばれ い しょ （1）、た まね ぎ （2）、
【39品 目】 キ ャベ ツな ど （2）、にん じん な ど （1）、調 整野菜 （1）、 キ ヤ ノサバ （2）、
とうもろ こ し （1）、米 （4）、調整 肉 （3）、甘 Lや糖 ・て ん さい橡 （4）
シ ンガポー ル
【1品 目】
ビー ル （1）
タ イ ミルク ・ク リーム （4）、 ばれ い し ょ （2）、た まね ぎ ・に んに く （2）、乾燥 野菜 （2）、
【51品 目】 コ コや しの 実 （2）、乾煉 果実 ＝ ）、 コー ヒー （5）、茶 （4）、と うが ら し （2）、
とうもろ こ し （1）、米 （4）、大 豆 （日 、 コプ ラ （1）、播 種用 種 （1）、 大豆 油 （2）、
パ ー ム油 （2）、や し油 な ど （4）、甘 Lや糖 ・てん さい絶 （4）、 コー ヒー調製 品 （2）、
水 （日 、 大豆 かす （1）、た ば こ （3）
2）機械類一自動車をセンシティブ晶巨＝こ指定
センシティブ・トラックの晶H数は、輸送機械（HS87類）が中国と
ASEAN4（シンガポールは指定なし）を合計して181品日と最も多く、電気
検概（HS85類）が84品目、一般機械（HS84類）が83品目である（表2－12、
表2－13、表2－14）。HS分類では、冷蔵庫やエアコンなどの一部の家電製
品が一般横根に分類されるなど分かりにくい面があるので、一般的な商品分
類によりどのような商品がセンシティブ・トラックに指定されているのかを
みたい。
①　家電製品
カラーテレビは、中国が高度センシティブ品目、マレーシア（41．6CⅢ超は
高度センシティブ品目）、インドネシア、タイがセンシティブ品目に指定して
いる。冷蔵庫は、インドネシア、フィリピン、タイがセンシティブ品削こ指
定、洗濯機はフィリピンとタイがセンシティブ品目に指定している。タイは、
ジューサー、ランプ、腱間湯沸かし器、アイロン、マイクロ波オープン、電
気釜、ラジカセなど多くの小物家電製品とその部品をセンシティブ品目に指
定している。そのため、電気機械のセンシティブ・トラック数はタイが48品
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日と過半を占める。
②　自動車
乗用車（完成車）は、中貰、インドネシア、マレーシア、タイが高度セン
シティブ品目、フィリピンがセンシティブ品目に指定している。マレーシア
は、乗用車のCKDをセンシティブ品目（HS8桁で2品目は高度センシティ
ブ品目）としている。トラックは、中国が5t以下のディーゼル車を高度セ
ンシティブ品目、その他のトラックをセンシティブ品目に指定し、インドネ
シアはダンプカーをセンシティブ品目、トラックを高度センシティブ品目に
指定している。マレーシアは、完成車を高度センシティブ品目、CKDをセ
ンシティブ品目（一部は高度センシティブ品目）に指定、フィリピンはセン
シティブ品削こ指定しているが、タイは指定していない。パスは、中国が
ディーゼル車を高度センシティブ品目、その他をセンシティブ品目に指定、
インドネシアは高度センシティブ品目に指定、マレーシアは完成車、CKD
ともにセンシティブ品目に指定、フィリピンはセンシティブ品目に指定して
いるが、タイは指定していない。
自動車部品は、マレーシアを除く各国がセンシティブ品目に、タイが高度
センシティブ品目に指定している。指定品目数が多いのはインドネシアと
フィリピンである。エンジンは、中国、インドネシア、フィリピン（エンジ
ン部品）がセンシティブ品目、タイ（部品も含む）は高度センシティブ品目
に指定している。自動車用エアコンは、中国がセンシティブ品目に指定して
いる。ゴム製品に分類されているタイヤはインドネシア、フィリピン、タイ
がセンシティブ品目に指定しており、マレーシアは更生タイヤをセンシティ
ブ品目に入れている。
（》　オートバイなど
オートバイは、中国を除き各国がセンシティブ・トラックに指定している。
インドネシアは、50cc以下のオートバイとオートバイ部品をセンシティブ品
目、それ以外を高度センシティブ品目に指定している。マレーシアはオート
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バイをセンシティブ品目、スクーターとサイド・カーを高度センシティブ品
目に指定し、フィリピンオートバイを高度センシティブ品目に部品をセンシ
ティブ品目に指定し、タイはオートバイと同部品を高度センシティブ品目に
指定している。
④　その他の機械
道路走行用トラクター（トラック・トラクター）は、中国、インドネシア、
マレーシアがセンシティブ品目に指定している。マレーシアは、クレーンな
ど建設機械31品日とフォークリフト、昇降機をセンシティブ品目に指定して
いる。
表2－12　一般機械のセンシティブ・トラック品目
中国 ピス トン式 火花 点火 内燃 機 関 （1（沿∝ 超 ） （1）、デ ィーゼ ルエ ンジ ン （1）、
【3品 目】 自動 車用 エ アコン （＝
イ ン ドネシア ピ ス トン式 火花 点火 内燃機 関 （3）、デ ィー ゼ ルエ ンジ ン （2）、
【9品 日】 液体 ポ ンプ （1）、冷 蔵庫 ・冷 凍庫 （2）、農 業用 散布 器 （1）
マ レーー シア ク レー ン （9）、フ ォー ク リフ ト （3）、昇 降機 （1）、 ブル ドーザー な ど （8）、
【35品 目l くい打 ち機 ・掘 削機 な ど （8）、建設 機械 部 品 （6）
フ ィ リピン エ ンジ ン部 品 （2）、液体 ポ ンプ （1）、エ ア コン （3）、冷 蔵庫 （2）、
【11品 酎 洗 濯 機81）、 コ ック ・弁 （1）
タイ 液体 ポ ンプ （2）、気 体 ポ ンプな ど （3）、 エア コ ン （2）、冷蔵 庫 （5）、
【19品 別 ろ過 桟 （1）、 昇降機 （1）、 洗温機 （5）
高 度 セ ンシテ ィブ 品 目 高度 セ ンシ ティブ 品目 ：ピス トン式 火花 点 火内燃 機関 （6）、
【6品 目】 デ ィーゼ ルエ ンジ ン （3）、エ ンジ ン部 品 （2）
表2－13　電気機械のセンシティブ・トラック品目
中国 照明用信号用餓許 （3）、溶接機器 （1）、点火用配線セ ノト （1）
【5品日】
高度センシティブ晶呂
【1品目】
高度センシティブ品目 ：カラーテ レビ （l）
イン ドネシア
【ユ2品日】
録音機 （3）、 ラジカセなど （4）、テ レビ （5）
－50一
マ レーシ ア 録 音用 媒体 （1）、 カラ ーテ レ ビ （1）、同軸 ケー ブル （1）、
【8品日l その他 電気 媒体 （5）
高度 セ ンシテ ィブ品 目
ll品呂】
高度 セ ンシテ ィブ晶 貫 ：カ ラーテ レ ビ （41．6cm以上 ）
フ ィ リピン 内燃 機関点 火用 機器 （3）、照 明 用信号 用機 許 （2）、 ス イ ッチ な ど （2）、
【9品 目】 点火 用セ ソ ト （2）
タイ 電動 級 ・発 電機 （8）、 トランス フ ォー マ← な ど （9）、一次 電池 （2）、
【亜 品 目】 蓄電 池 （6）、ジ ューサ ー ・部品 （2）、 ラン プ ・部品 （2）、
晩 間湯沸 か し器 ‖ ）、 ア イロ ン （1）、マ イ クロ波 オー プ ン （1）、
その 他 オープ ン 日 ）、 電枝 釜 （1）、ラ ジカセ （1）、 カ ラー テ レビ （1）
テ レ ビな どの 部品 （1）、配 電盤 な ど （2）、 ス イソチな どの部 品 （1）、
電機 絶縁 した線 （1）
表2－14　輸送機械のセンシティブ・トラック品目
中国 トソラク トラ クター （1）、バ ス （1）、 トラ ック （デ ィーゼ ル 5－20り （1）、
【14品 目】 トラ ソク （デ ィーゼ ル罰 ヒ超） （1）、 トラ ック （5t以 下） （1）、
高 度セ ンシテ ィブ品 目 トラ ック （5 t以 上）（1）、原 動機付 シ ヤシ （1）、車 体部 品 （1）、1 レー キ （1）、
【81 ギア ボ ックス81）、駆動 軸 （1）、 タ ンカー （1）、貨 物船 ・好客船 （1）、
浮 遊式 ドック （1）
高 度 セ ンシテ ィブ品 目 ：パス （デ ィーゼ ル日 日 、 乗用 車 （6）、
トラ ック （デ ィーゼ ル 5t以 下） （1）
イ ン ドネシア トラ ック トラ ク ター （1）、ゴ ルフ か 一 日 ）、 ダンプ カー （1）、バ ンパー （1）、
132品 目】 その 他車体 用部 品 （1）、ブ レー キな どの部 品 （1）、 ギ アボ ック ス （1）、
高度 セ ンシテ ィブ 品目 車絵 （1）、 シ ョック アブ ソーバ ー （l）、 ラ ジエ ー ター （日
【お 品 目l 消音 装置 な ど （1）、 タラ ソチ （日 、 その他 自動車 部 品 （1）
自走 式作 業 トラ ソク部品 （1）、 2線 車 （幻 ∝以 下） （1）、 自転 車 （1）、
2総 革 自転車 部品 （9）、農 業用 トラク ター （4）、 その他 （3）
高度 セ ン シテ ィブ品 目 ：パ ス （デ ィーゼ ル）（日 、乗 用車 （8）、 トラッ ク （6）、
原動 横付 シヤ シ （1）、車体 （2）、2絵車 （5）
マ レー シア 迫蕗 走行 用 トラク ター （1）、パ ス （CKD ，CBU〉 （2）、乗用車 （CKD） （8）、
【飢品 目1 トラ ッ ク （CBU， CKDH 7）、オー トバ イ （CKD ，CBU） （6）
高 度セ ンシテ ィブ品 目 高度 セ ンシテ ィブ品 目 ：乗 用車 （CKD ，CBU） （8）、
【17品 目】 トラッ ク （CKD ．CBU） （7）、
ス クー ター ・サ イ ドカー な ど （CBU，CKD） （2）
フ ィリ ピン パ ス （2）、乗用 車 （6）、 トラ ノク （6）、原 動機付 シヤ シ （日 、車 体 （2）、
【42品 目l バ ンパー （1）、草体 部品 （2）、 ブ レーキ （2）、 ギ アボ ック ス （l）、
駆 動鋤 く1）、非 駆動 軸 （1）、車鳥 目 ）、 シ ヨソ ク71 ソーバ ー （1）、
ラ ジエ ーター 日 ）、消音 装置 （1）、 クラ ノチ （1）、ハ ン ドルな ど （1）、
そ の他の 部品 （1）、 2線 車用 部 品 （10）
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高度 セ ンシテ ィブ品 目 ：2絵車 （5）
タ イ 乗用 車 （7）、ブ レーキ な ど （2）、非駆 動 紬 （ユ）、 ショ ックア ブソー′ト （1）、
高 度セ ンシテ ィブ品 目 クラ ッチ （日 、 ハ ン ドル な ど （1）、そ の他 （1）、2給車 （6）、
【22品 目】 2給 車部 品 （2）
注
1・2∝11年の中国のWTO加盟議定書は、対中国ダンピング調査に際し、中国を非市場経済
国とみなし、15年間は国内価格の算定を市場経済国の第3国で行う（代替国方式）ことを
認めている。また、中国品を対象にセーフガード協定とは別に対中特別セーフガード措置
を12年間発動でき、繊維を対象とした対中繊維セーフガードを7年間発効できる。これら
の措置は、中国のWTO加盟に当たり経過措置として認められたものである。詳細は、中
国のWTO加盟に関する臼本交渉チーム（2（氾2）「中国のWTO加盟」蒼蒼社。
2・本稿では品目分類を次のように行っている。農産品・食品はHS第1類から第別類、セ
メントなどは第25類と第26類、鉱物性燃料は第27類、化学製品は第次類から敗37類、プラ
スチック・ゴムは第39類と舞40類、皮革・同製品は第41類から第43類、木材・同製品は第
舶類から第46類、親・紙製品は第47類から第49類、繊維は第部類から第㈱類、衣類は第61
類から第幻類、履物などは第糾類から第67類、石欄磁器・ガラスは第錦削、ら第70類、
貴石などは第71類、鉄鋼・鉄鋼製品は第乃頬、第73類、その他金属製晶は第74類から第お
類、一般機械は第朗頼、電気機械は第85類、輸送機軌ま第87類から第89類、光学機器・時
計などは第帥類から第93類、家具・寝具は紫朗類、玩具は第95類、その他雑品は第％類、
第97類。なお、第93類の武器は除外品日である。
3・HS6桁で指定されているが、臥晶［＝こより指定の方法が異なっている。たとえば、イ
ンドネシアは多くの品目をHS6桁のみでセンシティブ・リストを指定しているが、中国
やマレーシアは多くの品目をHS8桁までおりて指定している。HS8桁（9桁）ではさら
にHS6桁から細分類される品目があるため、HS8桁（9桁）で比較するとインドネシア
の品目数はより多くなっている。
4・中国は世界最大の米生産国（1億随42万トン、モミ量2∝通年）で第4位の輸出国（207
万トン）、タイは世界6位の生産国（27（沿万トン）、第1位の輸出国（7割万トン）、ミャン
マーは第7位の生産国（2亜万トン）、第7位の輸出国（鋤万トン）である。なお、ベトナ
ムは第5位の生産国（別5万トン）、第4位の輸出国（324万トン）である。
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3．国別にみたセンシティブ品目の特徴
（1）中国
2004年のASEANからの輸入額629億5400万ドルに対しセンシティブ・ト
ラック品目の輸入額は51億35（泊万ドルで8．2％となる（表3－1）。最も品昌
数が多いのは、紙・紙製品で113品目をセンシティブ・トラックに指定して
いる。センシティブ品目には73品目で同品目の45％、高度センシティブ品目
には40品日で同じく40％を占めている。紙・紙製品の関税率は7．5％の品目
が多く、非常に高いわけではない。次に多いのは農産品で42品目あり、関税
割当品目が多い。紙・紙製品以外の製造業晶では、輸送機械（22品削、化
学製品（21品目）などである。高関税品目は、農産品、たばこ（25－57％）、
乗用車（30％）などである。主要品目では、乗用車、パス、トラックをセン
シティブ・トラックに指定しているが、オートバイはノーマル・トラックで
ある。家電製品ではカラーテレビを高度センシティブ品目としているが、そ
の他の製品はノーマル・トラックに入れている。
（2）インドネシア
インドネシアは、ノーマル・トラックの2012年自由化リストに397品目、
センシティブ品目に別9品日、高度センシティブ品目に諭品目と中国、
ASEAN6では最も多くの品目を除外している。センシティブ・トラックの指
定の仕方は、多くの品目がHS6桁であり、中国などのHS8桁にまでおりて
の指定に比べ、HS8桁でみると多くの品目が指定されている。2（氾4年の中
国からの輸入額41億100万ドルに対し、センシティブ・トラック品目は7億
班0万ドルで17．2％となる（表3－1）。産業別にみると、プラスチック・ゴ
ムが96品目（センシティブ品目が91品目）で最も多い。ゴム製晶は全てタイ
ヤである。衣矧はセンシティブ品目に67品目指定されている。オーバーコー
ト、女性用下着などを除いたほぼ全品目が対象となっている。関税率は15－
20％が多い。輸送概桟はセンシティブ品目がオートバイ部品などを中心に32、
高度センシティブ品目がなど23となっている。鉄鋼・鉄鋼製品と化学製品は
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41品目であり、ガラスを含め素材が数多くセンシティブ・トラックに指定さ
れている。主要製品では、自動車、オートバイが高度センシティブ品目、テ
レビ、ラジカセ、冷蔵庫がセンシティブ品目に指定されている。高関税品目
は、乗用車（25－60％）、トラック（5－45％）、オートバイ（25－60％）、
オートバイ部品（60％）などですべて高度センシティブ品目である。
（3）マレーシア
マレーシアの2鋤年の中国からの輸入額103億40㈹万ドルに対し、センシ
ティブ・トラック品目の輸入額は4億76（氾万ドルで4．6％となる（表3－1）。
センシティブ・トラックの比率はシンガポールについで低いが、自由化率が
高いとそのまま解釈は出来ない。センシティブ・トラックに指定された品目
の関税率が高いため、現在の輸入額が小さいためである。鉄鋼・鉄鋼製品を
78品目（センシティブ品目35、高度センシティブ品目43）センシティブ・ト
ラックに指定している。鉄鋼・鉄鋼製品の関税率は討％と高い品目が多く、
それらは高度センシティブ品目となっている。繊維が49品目、プラスチック
・ゴム製品が47品目、輸送機械が41品臥化学製品が26品日、センシティブ
・トラックに指定されている。ゴム製品は管・ホース、ベルト、タイヤであ
る0合成繊維、化学製品、鉄鋼・鉄鋼製品など素材の指定が多い。自動車は、
完成車を高度センシティブ品目、CKD（ノックダウン車）をセンシティブ品
目に指定している。建設機械をセンシティブ品目に指定している唯一の国で
もある。主要製品では、乗用車、カラーテレビが高度センシティブ品目、
オートバイ、バスなどがセンシティブ品目に指定されている。高関税品目は
ガラス（30－60％）、一部の鉄鋼製品（即％）、乗用車（測％）、オートバイ
（40％）などだが、その他の品目も全般に関税率が高い。
（4）フィリピン
フィリピンの2㈱4年の中国からの輸入額25億33（氾万ドルに対し、センシ
ティブ・トラック品目の輸入は2億2700万ドルで8．9％となる（表3－1）。
フィリピンは、衣類81品目（センシティブ品目77、高度センシティブ品目4）
－5生－
をセンシティブ・トラックに指定している。スーツ、ジャージ、毛皮付き衣
類を除くほぼ全品目が対象となっており、関税率は15％か20％である。農産
品・食品は61品目（センシティブ品目20、高度センシティブ品目41）である。
プラスチック・ゴム製晶が63品目（センシティブ品目48、高度センシティブ
品目15）、輸送機械が49品目（センシティブ品目42、高度センシティブ品目
7）、鉄鋼・鉄鋼製品が31品目（全てセンシティブ品目）となっている。主
要製品では、乗用車、バスがセンシティブ品目、オートバイが高度センシ
ティブ品目、家電製品ではエアコン、冷蔵庫、洗濯機がセンシティブ品目に
指定されているがテレビは自由化品目である。高関税品目は農産品が多い。
（5）シンガポール
シンガポールは、MFN関税が威課されているアルコール類2品日がセン
シティブ・トラックに指定されているのみである。2∝睦年の対中輸入額162
億1300万ドルに対し、センシティブ・トラックの輸入額は別0万ドルに過ぎな
い。
（6）タイ
20鵬年の中国からの輸入額81億7300万ドルに対し、センシティブ・トラッ
ク品目の輸入額は9億3390万ドルで11．4％を占める（表3－1）。タイの特
徴は、59品目と中国、ASEAN6では最も多くの農産品をセンシティブ・ト
ラックに指定していることである。高度センシティブ品目には、米、食用胤
コーヒー・茶、砂糖、乳製品など51品Eを指定している。既述のように、
アーリーハーベスト対象品目を高度センシティブ品目に指定している。関税
率は従価税の場合、30％から60％と高い品目が多く、一部は従量税である。
製造業品では、鉄鋼・鉄鋼製品79品目（センシティブ品目78、高度センシ
ティブ品目1）が最も多いが、関税率は5－10％である。家電製品では、テ
レビ、冷蔵庫などに加えて、多くの家電製品をセンシティブ品目（49品鋸
に指定しているのが特徴である。輸送横磯では、トラックを自由化している。
主要製品では、乗用車、オートバイを高度センシティブ品目、カラーテレビ、
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冷蔵庫などに加え、アイロンや炊飯器など小物家電製品をセンシティブ品目
に指定している。高関税品目は農産品、乗用車（80％）、オートバイ（釦％）
などである。
（7）新規加盟国
カンボジアは農産品、繊維、鉄鋼、プラスチック・ゴム製品、衣類、輝械
類などほぼ全産業からセンシティブ品目150、高度センシティブ品目150と多
くの品目を指定している。対照的にラオスはセンシティブ品目が8、高度セ
ンシティブ品目が30と少なく、農産品が合計で91と8割を占めている。ミャ
ンマーはセンシティブ品目のみ271品目を指定しており、農産品が127、プラ
スチック・ゴム製晶が61、輸送機械が32となっている。
表3－1中国、ASEANのセンシティブ・トラック輸入額比率（2仙1年）
中国 8．2％
イ ン ドネシア 17．2％
マ レーシア 4．6％
フ ィリピン 8．9％
シ ンガポール 0．0％
タイ 11．4％
（資料）ACFTA物品貿易協定および各国通関統計により作成
4．ACFTAの影響
（1）シミュレーション分析の結果
1）両端・地域専門家グループの報告
2（氾1年10月に発表された専門家グループの報告は、GTAPモデルを使っ
てシミュレーションを行っている…。それによると、ACFTAにより
ASEANの対中輸出は130億ドル、48．0％増加し、中国の対ASEAN輸出は
106億ドル、55．1％増加し、GDPはASEANが0．9％、中国のGDPは0．3％
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増加する。ASEANでは、ベトナムのGDP増加率が大きく、フイl）ピンが小
さい（表4－1）。
ASEANの村中輸出では、その他製品が34億ドル、繊維・アパレルが31億
ドル、電機・機械類が22億ドル増加し、国別にはシンガポールが36億ドル
（うち電機・機械類13億ドル）、マレーシアが32億ドル（電機・機械類8億
ドル）、タイが29億ドル（繊維・アパレル17億ドル）、インドネシアが27億ド
ル（その他製品13億ドル）増加する。
中国の対ASEAN輸出は、その他製品が37億ドル、繊維・アパレルが25億
ドル、電機・機械類が22億ドル増加する。匡l別には、タイ向けが31億ドル
（繊維・アパレル9億ドル）、フィリピン向けが31億ドル（その他製品12億
ドル）、マレーシア向けが15億ドル（その他製品5億ドル）増加する。その
結果、繊維・アパレル、電機・機械類、その他製品の双方向の貿易が特に増
加する。
ASEANは域内輸入が中国からの輸入に転換すること（貿易転換効果）に
ょりASEANの域内貿易は32億ドル、3．3％減少する｛Z。ASEANの域内貿
易がACFTAにより減少することは、統合を進めながらも各国間の格差が
拡大し、2国間FTAを個別に進めるなど実態的には各国がバラバラな動き
をしているASEANの求心力をさらに低下させる恐れがある。また、貿易転
換効果により日本のASEAN輸出は3億ドル、0．4％減少し、対中輸出は8
億ドル、1．6％減少する。その結果、日本のGDPは－0．∞％減少する。
トラン・ヴアン・トウ教授は、中国と原加盟国との間では、中国への農産
品の輸出や鉱物資源の輸出が増加するとともに、工業製品を中心に水平分業
が進展し、貿易創出効果の利益が大きいが、新規加盟国については、軽工業
品に大きな影響を与える可能性があり、工業化が遅れる危険があると指摘し
ているく3I。
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表4－1ACFTAの実質GDPへの影響
専門家グループシミュレーション（増加率）
イ ン ドネ シ ア 1．12％ ASEAN 0．86％
マ レー シ ア 1．17％ 中国 0．27％
フ ィ リ ピ ン 0．32％ 日本 －0．09％
シ ン ガポ ー ル 1．05％ 米 国 －0．04％
タ イ 0．41％ そ の 他 世界 －0．04％
ベ トナ ム 2．15％ 世 界 －0．02％
（出所）ForglngCloserASEAN－ChinaEconomicRelationsintheTwenty一
五rstCentury
2）チュラロンコーン大学のシミュレーション
タイのチュラロンコーン大学が行ったGTAPモデルによるシミュレー
ション結果が2α旭年に発表されているr41。その結果によると、ACFTAによ
り、ASEANの対中輸出は53．27％、中国の対ASEAN輸出は23．07％増加し、
ASEANの実質GDPは0．38％、中国の実質GDPは0．30％増加する。
ASEAN域内貿易は0．79％減少する。中国からの輸出が大幅に増加する国は
ベトナムであり、ほぼ倍増である。一方、ベトナムの対中輸出は10．鵬％しか
延びない。ASEAN各国のベトナム輸出は、貿易転換効果によりインドネシ
アの10．肪％を筆頭にかなり減少する。一方、シンガポールは対中輸出が
68．弘％増加するのに対し、対中輸入は1．52％とほとんど影響を受けない。
タイは対中輸出がお．33％、対中輸入が55．01％とよもに大幅に増加する。マ
レーシアは、対中輸出が52．98％増加に対し、対中輸入は謁．36％の増加だが、
フィリピンは逆に対中輸出の31．割％増に対し、対中輸入は46．鵬％増である。
このように影響は国により異なっており、シンガポールが大きなメリットを
受ける一方で、ベトナムは中国製品の大幅輸入増に直面する結果になってい
る。
ASEANの対中輸出が増加する品目は、米、砂糖、植物油、繊維、化学、
－58－
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ゴム、プラスチック、輸送機概であり、対中輸入が増加するのは、繊維、衣
類、輸送機械・部品、電子機器である。専門家グループおよびチュラロン
コーン大学のシミュレーションは例外品目を考慮していないことに留意する
必要がある。
（2）アーリーハーベストの影響
20似年から実施されたアーリーハーベストは、20掴年の貿易統計が発表さ
れており、その影響を統計的にみることができる。タイのアーリーハーベス
ト対象品目の対中貿易をみると、輸出ではキャッサバ、ドリアン、輸入では
野菜など2∝蛤年に大幅に増加した晶Hがあり、アーリーハーベストの効果と
考えられる（表4－3、4－4）。
表4－3　タイのアーリーハーベスト主要対象品目の対中輸出額
（単位：1∝氾ドル）
2（氾 1 2002 2003 2∝旭
キ ャ ッ サ バ 94，8（泊 102，504 128，943 212，772
乾 燥 果 実 2，537 28，094 56，182 25，979
生 鮮 野 菜 3，5生0 3，178 6，755 22，427
冷 凍 エ ビ 23，726 9，657 13，359 15，419
ド リ ア ン 0 25 1，851 13，872
グ ア バ 、 マ ン ゴ 、 マ
ン ゴ ス チ ン
532 330 421 6，346
（出所）タイ通関統計
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表4－4　タイのアーリーハーベスト主要対象品目の対中輸入額
（単位：1000ドル）
2001 2002 2003 2∝旭
リ ン ゴ 18，262 19，281 38，561 38，629
ナ シ 1，493 3，200 14，725 17，047
カ ツ オ 961 3，022 5，960 16，390
ニ ン ジ ン 、 カ ブ 43 432 2，505 8，128
乾 燥 野 菜 0 190 158 3，355
き く ら げ 0 341 1，075 3，214
次に、輸入統計を使い、中国とASEAN5の対象品目の2003年および2004
年の輸入額と伸び率をみよう（表4－5）。ASEANからみた対象品目の収
支は、フィリピンとタイが貿易黒字、インドネシア、マレーシア、シンガ
ポールは赤字であり、タイが大幅な黒字、マレーシア、シンガポールが大幅
な赤字となっている。伸び率をみると、ASEANの対中輸出（中国の輸入）
では、マレーシア、インドネシア、タイの伸び率が大きく、増加額ではタイ
が圧倒的に大きい。中国からの輸入は、輸出ほど伸びてはいないが、インド
ネシア、マレーシア、タイの伸び率が大きい。シンガポールは農産品輸出が
極めて少なく、輸入関税はアーリーハーベスト実施前から撤廃されているた
め、伸び率は他の国に比べると非常に小さい。アーリーハーベスト未実施の
フィリピンは、輸出の伸びが3．7％、輸入が－8．7％である。カンボジア、ラ
オス、ミャンマーを含めた未実施国の20鋸年の貿易額は、輸出入とも減少し
ており、大幅に増加したアーリーハーベスト実施国と対照的である。
ー61－
表4－5　アーリーハーベスト対象品目の輸入額と伸び率（2∝睦年）
（単位：1（刀万ドル）
中 国 の 輸 入 A SEA N の 輸 入
イ ン ド ネ シ ア 59．3（ 77．5％ ） 185．8（ 30．7％ ）
マ レ ー シ ア 16．6（101．5％ ） 250．1（ 27．1％ ）
フ ィ リ ピ ン 92．8（ 3．7％ ） 26．1（－ 8．7％ ）
シ ン ガ ポ ー ル 15．3（ 1．3％ ） 180．5（ 9．1％ ）
タ イ 餌 5．9（ 80．9％ ） 152．1（ 25．6％ ）
（注）ASEANの輸出は中国の輸入額である。
（出所）ASEANおよび中国の通関統計
アーリーハーベスト対象品目の内訳をみると、伸び率が大きく、かつ、輸
入額が大きなものは、中国、ASEANともHS3類（魚並びに甲殻類、軟体
動物）、HS7類（食用野菜）、HS8類（食用果実、ナット）である（表4－
6、4－7）。中国は食用野菜の輸入が大幅に増加し、ASEANは、魚並びに
甲殻類、軟体動物の輸入が大幅に増加している。
表4－6　中国のアーリーハーベスト対象品目の対ASEAN輸入額
（単位：1（泊万ドル）
2（氾 3年 2∝ 蛤 年 2∝ 通 年 伸 び 率
H S l 10．6 1．3 － 88．1％
H S 2 2．1 0．2 － 89．2 ％
H S 3 91．5 129．1 41．1％
H S 4 1．4 1．2 － 13 ．0 ％
H S 5 11．7 7．3 － 37．4 ％
H S 6 5．5 7．5 35．8％
H S 7 196．0 348．6 77．8％
H S 8 247．9 304．1 22．7％
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41．0％
（出所）中国通関統計
表4－7　ASEAN5のアーリーハーベスト対象品Fの対中国輸入額
（単位：100万ドル）
2003年 2∝ 姓 年 2∝ 姥 年 伸 び 率
H S l 0．7 0．2 － 85．7％
H S 2 30．4 30．3 － 0．3％
H S 3 56．1 168．5 2（刀 ．4％
H S 4 10．7 9．3 － 13．1％
HS 5 19．6 19．4 － 1．0％
RS 6 4．7 3．2 － 31．9％
HS 7 257．3 311．6 21．1％
HS 8 236．9 248．0 4．7％
合 計 616．4 790．5 28．2％
（資料）各国通関統計から作成
HS3、HS7、HS8の3品［＝こついて、インドネシア、マレーシア、タ
イの主要3国の貿易をみてきよう（表4－8）。魚並びに甲殻類、軟体動物
（HS3）は、3カ国とも輸出入を大幅に増加させており、特にインドネシア
の輸入が急増している。マレーシアは輸出を増加させているが、大幅な入超
になっている。インドネシアの輸入増は、エビ（シュリンプおよびプローン）、
タイからの輸出増は、冷凍魚である。
食用野菜（HS7）は、タイが輸出入とも伸ばしており、輸出額は2億7300
万ドルときわめて大きい。インドネシアの輸出は大幅に増加したが、金額は
小さい。タイの輸出は、ほぼ全額がキャッサバである。輸入は、金額は小さ
くても増加した品目が多く、1（氾％以上増加した品［＝ま、キャベツなど
（0704）、にんじんなど（07（姫）、その他の生鮮野菜（0709）、冷凍野菜（0710）、
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保存野菜（0701）、乾燥野菜（0702）、キャッサバ（0714）であり、金額が大
きいのはにんじんなど（820万ドル）、乾燥野菜（1390万ドル）である。イン
ドネシアの主要輸入品はにんにくである。マレーシアは、じゃがいもなど
（0701）、玉ねぎなど（0702）、その他生鮮野菜（0709）などが主要な輸入品
日である。
食用果実（HS8）は、タイが輸出を大幅に伸ばしており、金額も大きい。
金額が最も大きいのはその他の生鮮果実（鴨10）で1億1200万ドル、伸び率
101．9％である。生鮮果実には、竜眼、ドリアンが含まれる。ほかに、パイ
ナップルなど（0804）、その他の乾燥果実（0813）が金額、伸び率とも大きい。
金額は小さいが大きく伸びたものは、その他のナット（0802）、バナナなど
（鴨03）、プラムなど（体09）、冷凍果実・ナット（鴨11）である。
このように、アーリーハーベスト参加国は、貿易額を全般に増加させてお
り、金額は′トさくても増加した品目も多い。特に、魚類（甲殻類などをふく
む）、野菜、果実は貿易が拡大した品目である。国別に見ると、タイが品目の
偏りはあるが輸出額を大幅に伸ばしており、アーリーハーベストの恩恵を大
きく受けているは。
麦4－8　主要3品日の対中貿易額と伸び率（2∝姓年）（単位：100万ドル）
HSO3 輸 出 輸 入 ESO8 輸 出 輸 入
イ ン ドネ シア 34．1（37．5％） 35．3（938．罰 ） イ ン ドネ シア 0．4（－3．2％） 85．2（ 9．7％）
マ レ ー・シ ア 12．1（192．飢 〉 紀 ．1（51．8％） マ レー シア 3．9（33．魂 ） 34．5（ 4．5％）
タイ 40．1（49．5％） 35．8（31．1％） タイ 181．7（118．飢 ） 67．3（18．鍋 ）
HSO7 輸 出 輸 入
イ ン ドネ シア 21．6（463．劉 ） 60．8（ 8．4％）
マ レー シ ア 0 145．8（31．8％）
タイ 273．7（81．2％） 35．8（74．6％）
（資料）各国通関統計から作成
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（3）ASEANの主要産業への影響
1）どのように影響するのか
ACFTAのASEANの産業への影響を検討してみよう（表4－9）。FTA
による影響が大きいのはFTA導入前後での関税率の差が大きい商品・産業
である。そうした商品・産業では、関税撤廃あるいは引下げにより関税率相
当分のコストが低下し、貿易創出効果により輸出あるいは輸入が始まる、あ
るいは増加する。一方、FTAにより関税が撒廃されない、あるいは引下げ
率が小さい場合は、貿易創出効果は生じないか小さくなる。こうしたケース
には、①その商品がFTAの例外となっている、②原産地規則をみたせない、
③すでに関税が撤廃されているか極めて低い、④輸出加工区のように実行上
無税で輸入されている、の4つのケースが考えられる。また、⑤密輸が大規
模で行われている場合、実質的に無税輸入が行われていることになり、
FTAの影響は小さい。
（丑の例外は、ACFTAではセンシティブ品目、高度センシティブ品呂であ
る。センシティブ品目は2017年まで関税率20％を維持でき、高度センシティ
ブ品目は2014年まで関税率50％以上を維持できる。②の原産地規則をみたせ
るかどうかは累積原産地規則のため大きな影響はないと考えられる。（参の無
税あるいは低関税品目は、情報技術協定の対象となっている電子部晶が典型
である。①の実行上無税扱いは、輸出加工区進出企業や輸出志向型外資に対
し各回で投資インセンティブとして導入されている。⑤の密輸は、CLMV
やフィリピン、インドネシアで規模が大きいとみられる。カンボジアでは、
国内で販売されている石油製品の8割が密輸といわれ、フィリピンでは衣類、
履物、生鮮野菜と果実の6－8割が密輸といわれるく61。
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表4－9　ASEANからみたACFTAの産業への影響
ノーマル・トラック （》　 無税品目、実行上無税品目：中国からの輸入の増加
なし、低関税品目：輸入小規模増加
②　 高関税 ：中国からの輸入開始 ・増加 （ただし、消費
地生産品目や中国 ASEAN2擾体制の場合、輸入増に
はならない）
センシティブ・トラック （カ　 中国からの輸入増加ないか縁やかな増加
②　 中国からの投資、現地生産
次に、外資企業については企業の戦略や商品の性格が影響する。①中国・
ASEANの両国地域に生産拠点をおく2生産拠点（2極）戦略かあるいはど
ちらかに生産を集中する1生産拠点（1棲）戦略か、②中国からの部材の調
達を行うのか、③中国に輸出を行うのか、などである。①は、輸送コストや
消費地生産型かどうかなどその商品、産業によって異なるし、中国投資リス
クをどうみるのか、によっても異なってくる。
中B］企業の観点では、ACFTAでセンシティブ・トラックに指定された製
品・産業では、輸出が難しければ投資を行い、現地生産を行って障壁をクリ
アするという戦略が考えられる。高度センシティブ品目に指定された自動車
や家電ではこうした動きが活発化するとみられる。
自動車産業は、中国とASEANを生産基地としても市場としても分けて
考えている2極戦略の代表業種である。電気電子は、製品によって中国ある
いはASEANに集中、中国とASEANで生産が分かれている。国内市場が小
さいフィリピンでは、AFTAの進展によりすでに家電製品の生産拠点を他
のASEANあるいは中国に移している企業が多い。（参の部材調達は、コスト、
品質、デリバリーによる。中国からの調達は増加しており、ACFTAにより
さらに増加するが、品質やデリバリー問題などにより大幅な増加はしないと
みられる。
したがって、産業への影響は、①現行の関税率水準、（参センシティブ・ト
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ラックかどうか、③企業戦略や商品の性格、などから検討する必要がある0
2）自動車産業
自動車産業は、ASEANでは輸入代替産業として発展しており、現在でも
関税率は極めて高い。タイはピックアップトラックの世界への輸出基地とし
て発展を始めており、2005年は自動車の生産台数は100万台、輸出は40万台
を超えると予測されている。日本メーカーは1960年代からASEANに進出
しており、ASEAN城内では、各メーカーがAFTA（AICOを含む）を活用
した域内での生産集中と相互調達を開始している。一方、中国への日本メー
カーの本格的進出は21世紀に入ってからである間。各メーカーの戦略は、
ASEANを一つの市場、生産拠点としながら中国での生産と市場開拓を強化
するという2極論である。ASEANでは、城内補完、現地調達、研究開発を
払化しており、トヨタのIMVのような世界戦略車を開発、国内に加え輸出
を強化している用。ASEANでは、AFTA（特にAICO）を利用した貿易が
部品だけでなく完成車を含め行われており、生産拠点の再宿が進んでいる
（表4－10）。ただし、その場合でも特定国から撤退するのではなく、ガソリ
ンエンジンはインドネシア、ディーゼルエンジンはタイのように品目や車種
ごとに集約して生産、相互補完を行っている。
ACFTAでは、乗用車、バス、トラックはシンガポールを除く各国がセン
シティブ・トラックに指定しており、フィリピンを除き、多くの品目は高度
センシティブ品目となっている。そのため、2014年末まで50％以上の関税率
が維持される。したがって、ASEANの自動車産業（完成車）への影響は当
面ない。自動車部品は、タイが多くの部品を高度センシティブ品目とし、中
国およびインドネシア、フィリピンはセンシティブ品目に指定している。そ
のため、自動車部品では中国からの輸入の急増は20％の関税が維持される
2018年までは可能性は小さい。マレーシアは自動車部晶をセンシティブ・ト
ラックに指定していないが、中国がセンシティブ・トラックに指定している
自動車部品は、互恵主義の原別によりマレーシアは関税引き下げを行う
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（ノーマル・トラックに指定する）必要はない（㌔タイヤやガラスもセンシ
ティブ・トラックに指定している国が多い。長安汽車、長城、奇端自動車な
ど一部の中国地場自動車メーカーは、すでにASEANへの進出の動きをみせ
ており、ACFTAにより中国からの輸出が当面困難なため、ASEANでの現
地生産の動きが活発化するとみられる。
表4－10　ASEAN城内の完成車相互補完
トヨタ タイ ：IMV ピックアップ トラック、 イン ドネシア ：IMV ミニバン
いす で タイ ：ピックアップトラック 「D－MaX」、インドネシア ：多目的車 「パ ンサー」
ホンダ タイ ：アコー ド、シティ、ジャズ、イン ドネシア ：ミニバン 「ス ト ノー ム」
日産 タイ→ インドネシア ：サニー、セフィーロ
三菱 タイ．→イン ドネシア、フィリピン ：ランサー
マツダ フィリピン→ タイ ：いリビュー トⅢ
フォー ド タイ ：ピックアップ トラック、フィリピン ：乗用車
（出所）米谷博（2船5）「ACFTAはタイ／マレーシアの自動車産業に何をもたらす
か」
3）オートバイ産業
オートバイは、中国が1415万台（2∝椙年）で世界最大の生産国、インドネ
シアが287万台で第3位の生産国となっている。インドネシアとベトナムは
日本ブランドが圧倒的な市場シェアを持っていたが、2000年から中国製オー
トバイが急増し、日本ブランドの市場シェアを奪った。しかし、安価だが品
質、アフターサービスで劣ることと日本メーカーが低価格車を投入したこと
から日本ブランドがシェアを回復している。インドネシアでは市場が急テン
ポで拡大しており、日系メーカーは生産を拡大している。中国製は完成車輸
入とCKDで輸入され、現地で代理店あるいは進出中国企業が組立てて販売
している。一方、日系メーカーは低価格車の開発に際し、現地調達を大幅に
増加させている。中国製品との競争の第1ラウンドは終了し、中国製が低価
格を維持しつつ品質を大幅に改善しない限り、日本ブランドの市場回復状況
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は続くだろう。
輸出国である中国はオートバイをノーマル・トラックに入れているが、イ
ンドネシア、フィリピン、タイは高度センシティブ晶貫、マレーシアはセン
シティブ品巨＝こ指定しており、関税率も30％から60％と高い水準である。そ
のため、ACFTAにより中国製オートバイの輸入が増加することはないと考
えられ、中国メーカーによるASEANでの現地生産が増加する可能性はあろ
う。
4）電気電子産業
①家電
ASEANの家電産業は、1960年前後から輸入代替産業として発展してきた
が、1980年代以降は輸出産業としても発展しており、1985年のプラザ合意後
の円高によりその発展に拍車がかかっている。また、AFTAを活用した城
内の生産の集約と分業が進展している。従来は、各国で多様な家電製品が生
産されていたが、冷蔵庫、洗濯機、エアコンおよびオープン、扇風機はタイ、
AV機器はマレーシアに集中する傾向が出ている（表4－11）。
カラーテレビは、中国とマレーシア（41．8cm以上）が高度センシティブ品
目、インドネシア、マレーシア、タイがセンシティブ品目に指定している0
フィリピンは、互恵主義によりカラーテレビをノーマル・トラックに入れる
必要はない。そのため、ACFTAにより中国からの輸入が急増することは当
面ない。その他の家電製品では、インドネシアが冷蔵庫とラジカセなどをセ
ンシティブ品目に指定し、フィリピンがエアコン、冷蔵庫、洗濯機をセンシ
ティブ品［＝こ、タイが冷蔵庫、洗濯権、エアコン、ジューサー、アイロン、
オープン、電気釜、湯沸かし臥電球など多くの品目をセンシティブ品目に
している。中賢とマレーシアはカラーテレビ以外の家電製品をセンシティブ
・トラックに指定していない。
白物家電をはじめ、家電は風土、生活習慣、ライフスタイル、時好など消
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費地の特性を考慮しないと売れない製品がある。そのため、消費地での開発、
生産が望ましい製品があり、同時に一定の市場、生産規模がない場合はコス
ト競争力が確保されない。たとえば、相対的に市場が小さいフィリピンの一
部家電製品の生産が他のASEANあるいは中国に移管されており、テレビ工
場は12から3に減少している。一方で、マレーシアの松下電器はアイロン、
炊飯器、オープンは中国で生産して輸入している。このように、国、製品に
より家電製品のACFTAによる動きは異なってこよう。タイでは家電製品
の中国からの輸入は当面増加しないが、他の国ではセンシティブ・トラック
に指定されていない製品は中国からの輸入が増加する可能性がある。TCL
や長虹など一部中国家電メーカーはすでにASEANに投資、現地生産を行っ
ているcテレビや白物家電はセンシティブ・トラックに指定され、中国から
の輸出が当面難しいため、中国メーカーが現地生産を開始あるいは拡大する
とみられる。
表4Tll　日系企業のASEANと中国の家電生産拠点数（2004年5月）
イ ン ド
ネ シア
マ レー
シ ア
フィ リ
ピン
シ ンガ
ポ ー ル
タイ ベ トナ ム 中国
冷 蔵 庫 3 1 2 7 3 3
洗 濯 機 2 1 2 4 3 5
換 気扇 2 1 1 3 2
オ ー プ ン 1 2 3
電 気 釜 1 5 1 7
扇風 機 2 1 1 4 7
エ ア コ ン 2 2 3 1 7 10
カ ラ ー テ レ ビ 6 3 3 1 5 3 6
VTR 1 5 4
テ ー プ レコ ー ダ ー 3 5 1 5
ス テ レ オ 2 8 1 2 7
CD プ レー ヤ ー 1 7 1 9
ラ ジオ 1 1 4
（出所）助川成也（2（氾5）「タイの投資環境とFTA戦略」原資科は家電製品協会
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（塾電気電子部品など
1996年のWTO情報技術協定（ITA）により、コンピューター、半導体、
通信機器、コピー機などの関税を2αX）年までに撤廃することが決定した0そ
のため、ASEAN、中国とも電子部晶の関税は撤廃あるいは極めて低率であ
り、センシティブ・トラックにも指定されていない。一方、家電製品の部品
はタイがセンシティブ品巨＝こ指定しており、ケーブルはマレーシアとタイ、
スイッチはフィリピンとタイがセンシティブ品目に指定している。
半導体など電子部晶は、中国ASEAN間の電気機械貿易の中心となってい
る品目である。電気機械は、2004年の中国の対ASEAN輸入の39．5％を占
める最大（HS2桁）の輸入品であり、その犯0％が集積回路（HS4桁）で
ある。電気機械は、ASEANの村中輸入でも27．1％を占める最大の品目と
なっており、集積回路が最大であり、送信機器がそれに次いでいる。半導体
など電子部晶の関税率は中国、ASEANともゼロあるいは低率であり、また、
輸出加工区のように無税で輸入されることも多く、ACFTAの影響はない
（表4－12）。送信機器の具体品目は携帯電話であり、その関税率はインド
表4－12　電子部品と通倍機器などの電気桟械輸入に占めるシェアと関税率
中 国 集 積 回 路 （70．0％ ） 0％ 、半 導 体 デバ イ ス （7．0％） 0％
イ ン ドネ シ ア 送 信 機 器 （弧 6％ ） 10％ 、電 球 ・放 電 管 （9．3％ ） 10％
マ レー・シア 集 積 回 路 （21，4％ ） 0％ 、 送信 機 器 （13．8％ ） 0％
フ ィ リ ピ ン 集 積 回路 （47．8％ ） 0％ 、 送信 機 器 （9．5％ ） 0％
シ ン ガポ ー ル 送信 機 器 （27．3％ ） 0％ 、 集 積 回路 （15．6％） 0％
タ イ 送信 機 器 （18．8％ ） 0％ 、 集 積 回 路 （8．6％ ） 0％
（注）1．カッコ内は電気機械の輸入に占めるシェア
2．マレーシアの送信機器の関税率は0％、5％、測％、フィリピ
ンは0％、1％、3％、タイは0％、3％だが、HS9桁で最大の
輸入品目の関税率は0％である。
3．送信機器は携帯電話が中心である。
（資料）通関統計および関税率表により作成
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ネシアの10％以外は0％である。日系企業では、中国からの部品調達は増加
しつつあるが、現在は1－2割程度と言われており、品質やデリバリーの点
から中国から調達を現地調達の切り替える企業もあるHO。
③コンピューター
一般機械は、電気梯一削こつぐ輸入品目であり、コンピューター・同関連機
器（HS8471）と同部品（HS8473）は、中臥ASEANとも一般機械の最大
の輸入品日である。中国は、コンピューター・同関連機器（記憶装置と入力
装置、表示装置）が機械輸入の60．8％、同部品が21．3％を占めている。
ASEAN各国でもインドネシアを除き、コンピューター・同関連機器の部品
（HS糾乃）が最大の輸入品自となっている。コンピューター・同関連機器
と同部品の関税率は、中国、ASEAN各国とも一部を除き0％であり、
ACFTAの影響はない（表4－13）。
表4－13　中国とASEANのコンピューターの一般機械輸入に占めるシェ
アと関税率
中 国 コ ン ピ ュ ー タ ー ・同 関 連 機 器 （記 憶 装 置 、 入 力 装 置 及 び 出 力 装 置 な ど）
（60．8％ ） 0 ％ 、 同 部 品 （21．3％） 0％
イ ン ドネ シ ア コ ン ピ ュ ー タ ー ・同 関連 装 置 （人 力 装 置 及 び 出 力 装 置 な ど ）（13．0％ ）、 0％ 、
5 ％
マ レ ー シ ア 同 部 品 （59．1％ ） 0 ％ 、 コ ン ピ ュー タ ー ・同 関 連 機 器 （25．79も） 0％
フ ィ リ ピ ン 同 部 品 （65．4％ ） 0％
シ ン ガ ポ ー ル 同 部 品 （48．3％ ） 0％ 、 コ ン ピ ュ ー タ ー ・同 関 連 機 器 （37．8％ ） 0 ％
タ イ 同 部 品 （38．9％ ） 0％ 、 コ ン ピ ュ ー タ ー ・同 関 連 機 器 （28．1％ ） 0 ％
（注）インドネシアのコンピューター・同関連装置のシェアは小さいが最大の機械
輸入品日である。
（資料）通関統計および瀾税率表により作成
4）軽工業
自動車、オートバイ、電気電子は、日系企業を中心とした外資企業が主な
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担い手であり、2次、3次下請けは中小企業が多いものの、大企業が多い産
業である。一方、軽工業は地場の中小企業が主な担い手である0㌔センシ
ティブ・トラック品目数をみると、機械類が最も多く、化学・プラスチック
・ゴム、金属製品などが続き、軽工業品は非常に少ない（表4－14）。これ
らの産業は、ASEAN6だけでなく、新規加盟国でも重要な産業である。中国
は、人件費が上昇しつつあるが依然として低廉であり、軽工業品に強い競争
力を維持している。軽工業品では、中国の輸入品との競争により地場企業が
退出する可能性が大きい。こうした製造業の比重の大きい新規加盟国およ
びASEAN6を含め、主な担い手である地場中小企業への影響が懸念される。
表4－14　センシティブ・トラック品目数
ASEAN6 新規加盟国
繊維 ・衣類 280 69
化学 ・プラスチ ック ・ゴム 292 188
金属製 品 234 52
機根 402 201
軽工業 品 39 35
（資料）ACFTA物品貿易協定により作成
注
1．2001年10月に提出された．’ForglngCloserASEAN－ChinaEconomlCRelat10nSlnthe
Twenty－firstCentury”に所収されているGTAPモデルによるシミュレーションで、
1995年のデータを基準年として用いている。
2．シミュレーションでは、AFTAは関税率0－5％ではなく、関税撤廃という前提で行
われている。なお、AFTAの関税撤廃は、2010年（CLMVは2015年）であり、優先10業
種は2∝汀年に関税撤廃の予定である。
3．トラン・ヴァン・トウ「東アジアにおける分業とFTAの新展開」（馬田啓一、浦田秀
次臥木村福成rE】本の新通商戦略j文具鼠2（泊5年）174貫
4．SuthiphandCHIRATHIVATandSothltOrnMALLIKAMAS ThePotentlal0utcomes
－73－
OfASEAN－ChinaFTA，HoKhaiLeongandSamuelC．Y，Kued．ChLnaandSoutheast
As血　pp80－107
5．ただし、タイでは、熱帯果実の輸出が予想したほど伸びなかったとみており、その要因
として植物検疫勧度が中央政府と省政府で異なること、中国国内の物流網未整備などをタ
イ政府は指摘している。また、中国からの玉ねぎ、にんにくなどの輸入増加により農家が
被害を受けていると報道されている。詳細は、ジェトロアジア大洋州謀（2（氾5）「ASEAN
・中国間のFTAを見据えた各国政府・企業の動き」日本貿易振興環構
6・カンボジアについては、進出日系企業からのヒアリング（2∝15年3月）による。フィ
リピンについては、ジェトロ（2005）「ASEAN・中国FTAを見据えた各回政府・企某の
動き」による。
7．AICO（ASEANIndustrlalCooperatlOn）は、1996年に導入された、ASEANに2つ以
上生産拠点をもつ企業の企業内貿易に0－5％の特恵関税を適用するスキームであり、
2伽3年からは通用関税率が0％となった。
8・IMV（hmovatlVeMultlpurpOSeVehlCle）は、トヨタの世界戦略モデルであり、タイ、
インドネシア、アルゼンチン、南アフリカで生産、各国に供給される。タイでは、ディー
ゼルエンジン搭載のピックアップトラック、インドネシアではガソリンエンジン搭載の多
目的車を生産、輸出している。
9・厳密には、相手国がセンシティブ小ラック品目に措定していてもそのACFTA関税率
が10％以下に引き下げられれば、自国は、相手国のセンシティブ・トラック税率か自国の
ノーマル・トラック税率のうち高い方の税率を通用するため、ノーマル・トラック扱いに
なる。
10・日本貿易振興機構、アジア大洋州課（2005）「ASEAN・中国間のFTAを見据えた各国
政府・企業の動き」38頁。
11・日用雑貨を中心とする軽工業品はプラスチック製晶、自転車、陶磁器など幅広いが、こ
こではES94類の家具・寝具、95類の玩具、妬類のその他雑品としている。
5．ACFTAの特徴と東アジアFTAへの展望
（1）ACFTAの特徴
1）日本とは対照的な交渉方式
ACFTA交渉は、日本とASEANとのFTA交渉と大きく異なっている。
ACFTAは、包括協定、アーリーハーベスト、物品の貿易協定、サービスと
投資と段階的に積み上げていく交渉方式であるが、日本の場合は、全ての分
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野を一括して交渉し、調印する方式である。次に、ACFTAは、ASEAN仝
加盟国が交渉に参加し、実施時期に差は設けながら仝加盟国を対象とする協
定が調印されているのに対し、日本は2国間ベースの交渉を優先させている。
中国は、全ASEAN加盟国を対象に、分野は段階的に交渉するが、El本は、
全分野を対象としながら2国間交渉を行なうという対照的な交渉方式になっ
ている。E】本は、2∝）2年に調印、発効したシンガポールとのFTA（日本・
シンガポール新時代経済連携協定）をモデルとして交渉を行ったが、中国は、
次項で説明するようにAFTAをモデルとして交渉を行った。
日本の交渉方式では、日系企業への最恵国待遇問題（タイ）、人の移動
（フィリピン）、自動車産業の自由化（マレーシア）など2国間の問題をき
め細かく交渉できるが、原産地規則などでは日本・ASEANのFTAの締結
に向けて取り決め内容の調整が必要になる。また、日本側からみると、仝加
盟国を相手とするよりも農業交渉は2国問のほうが容易だったと思われる。
一方、中国の交渉方式では、新規加盟国を含めASEAN全加盟国との交渉
が一度に行われており、ASEAN側からみると個別交渉の不利を避けられ、
2国間交渉に加え全体交渉を行う必要がない点ではメリットがある。しかし、
下記のとおり多くの品目を例外品目としており、質の高いFTAに向けてき
め細かい交渉は難しかったと思われる。
2）AFTAとの共通性
ACFTAは、AFTA（ASEAN自由貿易地域）との共通点が多い。品目を
関税率により分類する段階的な関税引き下げ方式、0－5％への引き下げの
多用、互恵主義、40％の累積原産地規則は、AFTAと同じである。関税が
撤廃され、自由貿易地域が実現する時期は2010年でAFTAと同じである。
交渉の内容はわからないが、先行するFTAであるAFTAのスキームを活
用するという効率的であるとともにASEANを立てる交渉姿勢を中国が
とっている川。
柔軟性も共通している。アーリーハーベストは2004年に開始されたが、
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フィリピンが参加したのは2α）5年4月であり、関税撤廃は2（髄年1月からで
ある。2（氾5年7月20日に開始された関税引下げにはベトナムがまだ加わって
いない。これは、加盟10カ国の中で実施可能な回から実施していくASEAN
の「10－Ⅹ方式」と類似している。ルーズな法意識の表れとみることも出来
るが、多様性の中の統一を30年にわたり追及してきたASEANが生み出し
た意思決定方式であり、大枠を維持しながら現実的対応する柔軟な措置であ
るく2I。
3）質の高さへの懸念
ASEANと中国は開発途上国であるため、授権条項によりFTAを作るこ
とができる。しかし、ACFTAの枠組み協定では、GATT24条に整合的な
FTAであることが繰り返し強調されている。GATT24条に整合的であるこ
とは、「実質的にすべての貿易」を自由化していることを意味し、一般的に
は貿易額の90％以上の関税を撤廃していることと考えられている。
ACFTAは、センシティブ・トラックが輸入額（2001年）の10％以下と規定
されており、「実質的にすべての貿易を自由化するという」GATT24条の条
件に整合的である。しかし、例外が増加する可能性をもつFTAである。ま
ず、互恵主義の原則によりACFTAの特恵関税対象品日が減少してしまう。
ACFTAの対象品目は、自国および相手国がノーマル・トラックとしている
晶Hに限定されており、自国がノーマル・トラックに指定している品目でも
相手国がセンシティブ・品目に入れていればその関税が10％以下でないかぎ
り、自国は関税引き下げの対象とする必要がないためである。
次に、ノーマル・トラックの一部品目の関税撤廃を2012年に遅らせている
ことがあげられる。続いて、センシティブ・トラックに化学、鉄鋼、繊維、
衣類、一般機械、電気概観、輸送機械などの重要な製造業品が含まれている
ことが指摘できる。機械関係品目はシェアを増加させている品目、今後増加
が予想される品目を多く含んでおり、2（泊1年時点のシェアより拡大する可能
性が大きい。たとえば、タイのセンシティブ・トラック品目の2仙年の対中
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輸入額は9億割00万ドルで絃輸入額81億7200万ドルの11．4％と10％を超えて
いる。
WTOの調査によると、EU、EFTA、米国、カナダが締結したFTAの多
くは、製造業晶の自由化率は100％あるいは1（泊％に近いり。日本が締結ある
いは実質合意したFTAでは、鉄鋼や自動車が相手国のセンシティブ品目と
なっているが、タイとのFTAをのぞき、段階的に自由化を行うことになっ
ている聞。それに比べると、ACFTAの13年後（2018年）に0－5％に引き
下げ（センシティブ・リスト）、10年後に関税率50％（高度センシティブ・
リスト）という規定は自由化度が低い。
FTAでは、通常は自国の競争力の強い品目は、センシティブ品目とする
ことはない。しかし、ACFTAでは、センシティブ・トラックに競争力の強
い品目を指定している例がみられる。たとえば、米は世界最大の輸出国であ
るタイが高度センシティブ品目に指定しており、ミャンマーも高度センシ
ティブ晶巨＝こ指定している。中国は、カラーテレビの世界最大の生産国であ
り、主要輸出国であるが、高度センシティブ品目に指定している。
（2）懸念される経済的弱者への影響
ACFTAにより中国からの輸入の増加率が最も高い国は、チュラロンコー
ン大学のシミュレーションではベトナムである。シミュレーションでは、カ
ンボジア、ラオス、ミャンマーへの影響は試算されていないが、衣料品を除
き近代的な製造業が発展していないこれら3匡‖ま中国の軽工業品に市場が席
捲される可能性が高い。新規加盟国では最も製造業が発展しているベトナム
でも日用品の市場では中国製品が圧倒的に強い。
製品別にみると、外資企業を中心に大企業が主に生産している金属、化学、
機械などの産業はセンシティブ・トラックに指定されている製品が多い。一
方、日用品を中心とする軽工業品はセンシティブ・トラックへの指定が少な
い。したがって、中国からの輸入品との競合にさらされるのは主に軽工業品
であり、その製造は地場中小企業が主力となっている。ASEANでACFTA
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のネガティブな影響をより大きく受けるのは、国別には新規加盟国であり、
産業では軽工業、企業では地場中小企業である。新規加盟国は自由化に5年
間の猶予期間が与えられているが、中国、ASEAN6との格差は極めて大き
い。新規加盟国、中小企業への協力は不可欠である。
（3）中国のASEAN戦略とACFTA
中国が、ASEANとのFTAを最も早く交渉を始め、締結したことは
ASEANを重視していることの現われである。ASEANとのFTAの目的に
ついては、ASEAN市場へのアクセス改善、中国企業のASEAN投資促進な
どによる経済的利益の確保、東アジアFTAにおける主導権の確保、中国脅
威論の解消、包括的な協力関係の構築、台湾の南向政策への牽制が指摘され
ているほ。中国のFTA政策は、こうした5つの目的を包含する、より大き
な対ASEAN戦略に基づいていると考えられる。外交面では南シナ海での
領域間題での対決から対話路線への転換であり、経済面では、①FTA、③
海外投資、③撥済協力、の3つの柱により、ASEANとの関係強化が進めら
れている。上記の5つの目的に加え、安全保障、インド洋へのルートの確保、
資源確保、政治的影響力の強化があげられる。こうした動きは、1990年代後
半から強化されており、FTAと海外投資（走出去戦略）、経済協力は2000年
前後から加速されている用。
（4）東アジアFTAへの展望
2α）1年のACFTA合意発表は、大きなインパクトを日本を含む各国に与
えた。日本は、2カ月後の2002年1月にFTAの要素を含む経済連携を
ASEANに対し提案し、インド、韓国、豪州とニュージーランドが相次いで
ASEANとのFTA交渉に入り、EU、米国もASEANとのFTAに積極的で
ある。東アジアFTAは、現在進行中の3つのASEAN＋1FTA（中国、日
本、韓国）がベースとして形成するのが最も現実的である。その意味で、交
渉スピードの最も速いACFTAは、東アジアFTA形成を促進する大きな
ファクターである。
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一方、ACFTAは、協定ではGATT24条に整合的なFTAであるとしてい
るが、実態的には重要な工業製品を数多く例外としており、東アジアFTA
のモデルには相応しいとは考えられない。また、サービス貿易、投資は交渉
が始まったばかりであり、知的財産権の保護などを含め、どのような協定に
なるのか全く判らない状態である。しかし、AFTAおよびAFTAと共通点
の多いACFTAが始動したことにより、これら2つのFTAがデファク　ト
スタンダードになる可能性が高まっている。たとえば、原産地規則は
AFTAおよびACFTAの40％の累積原産地比率が標準になると考えられる。
東アジアFTAは、質が高く（自由化度が高く）、包括的なFTAであるべき
であり、そのためには日本のイニシアチブが必要である。
7主
1．AFTAの関税引下げスキームは、共通効果特恵関税（CEPT）と称するものでACFTA
でも踏襲されている。また、2（氾1年8月23日付けバンコク・ポスト紙は，タイ商務省関係
者の話として、中国政府関係者がAFTAをモデルとして2（氾3年から7年間で中国・
ASEAN間の関税を塘廃する構想を表明していたと報じている。川田教相「ASEAN自由
貿易地域の意為と課題」（木村福成、丸崖豊二郎、石川幸一漏著（2（氾3）r東アジア国際分
業と中国J　ジェトロ）、105頁。
2．ASEANの「10－Ⅹ」方式については、青木健「拡大するASEAN城内格差」、国際貿
易投資研究所、r国際貿易と投資」No．諭　を参照。ASEANは、1980年代から「6－Ⅹ」
方式を導入しており、山影進教授は、部分的脱退という例外を認めることによって全会・一・
枚のルールを維持する「部分的脱退原則」と呼んでいる。山影進（1991）「ASEANシン
ボルからシステムへ」東京大学出版会　277買－278貫。
3．WTO（2（池ユ）CoveJuge．上ibeJ‘akadon．Pr叩‘eSS and Trans最ond月間14S血瓜ぶ血　出e
々e由8〃dTradeノ4g柁emeが
4．ただし、20）5年9月に合意したタイとのFTAでの完成車の取扱いは、30（氾cc超の大型
車の関税は80％から2009年までに60％に引下げ、20昨年にその他の完成車をふくめ再協議
するというマレーシア、フィリピンとの合意に比べ、自由化皮の低い合意となった。
5．其家陽一（2004）による。兵家氏の論考は、複数の社会科学院などの中国の代表的な
FTA研究者へのヒアlJングに基づいたものである。
6．このうち、中国の対ASEAN投資については、石川幸一（2005B）を参照。中国の対
－79－
ASEANの実態を分析するとともに、対ASEAN投資がASEANとのFTA、経済協力と
ともに加速されていることを指摘している。
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